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JICA 環境社会配慮ガイドライン第２回フォローアップ委員会 

日時 平成十五年十一月二十一日（金曜日） 

   午後二時二分開会 JICA 国総研国際会議場 

出席委員 （敬称省略） 

議長／ビューロ  原科 幸彦    東京工業大学総合理工学研究科教授 

委員／ビューロ  川村 暁雄    APEC モニターNGOネットワーク 

委員       松本 郁子    FoE ジャパン 

委員       松本 悟     メコンウォッチ 

委員       作本 直行    アジア経済研究所開発研究センター次長・ 

                  法制度研グループ長 

委員       澤井 克紀    国際協力銀行環境審査室環境２班課長 

委員(代理人出席) 佐々木 英之 （社）海外コンサルティング企業協会環境部会 

委員       山田 彰    外務省経済協力局無償資金協力課長 

委員(代理人出席) 山﨑 信介 農林水産省大臣官房国際部国際協力課長 

委員(代理人出席) 根井 寿規 経済産業省貿易経済協力局技術協力課長 

委員(代理人出席) 藤森 祥弘 国土交通省総合政策局国際建設課長 

委員(代理人出席) 稲葉 一雄 国土交通省総合政策局国際業務課長 

委員(代理人出席) 田中 秀穂    環境省地球環境局環境協力室 

委員       田中 研一    独立行政法人国際協力機構国際協力専門員 

委員       富本 幾文    独立行政法人国際協力機構企画・評価部 

ビューロー    鈴木有津子    独立行政法人国際協力機構企画・評価部環境女性課長 

 

欠席委員（敬称省略） 

委員       森嶋 彰     広島修道大学人間環境学部教授 

委員       村山 武彦    早稲田大学理工学部複合領域教授 

委員       吉田 恒昭    拓殖大学国際開発学部教授 

委員       石田 恭子    環境・持続社会研究センター 

委員       西井 和裕    フィリピン情報センター 

委員       高橋 清貴    日本国際ボランティアセンター 

委員／ビューロ  片山 徹     （社）海外環境協力センター専務理事 

委員       河野 章     外務省経済協力局国別開発協力課長 

委員       沼田 幹夫    外務省経済協力局技術協力課長 
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 ◇◇◇   ◇◇◇   ◇◇◇ 

○ 事務局 鈴木有津子（以下 鈴木） お手元には、すみません、委員と委員ではないかたの間に

差が出てしまっているのですが、委員のかたに対しては「FC2-1」という厚めの資料が１冊、「FC1/2」

というフォローアップ委員会の設置要綱という１枚紙があります。 

 この設置要綱に関しましては、前回、第１回のときに共同議長ということで、私どもJICA のほ

うが案を作っておりましたが、議長は１名ということになりましたので、そこを直したものでご

ざいます。ですから、これは「1-2」ではなくて「1/2」という、第1回フォローアップ委員会の

番号をそのまま使っている資料です。 

 委員のみですが、『JICA News』というのを配付しております。『JICA News』の７ページに、環

境社会配慮ガイドラインの改訂委員会の提言がまとまり、原科教授からうちの緒方理事長に提言

が提出されたということで、JICA 関係者のところに、こういったニュースレターを出したという

ことをご報告するためにお配りしました。もし、当日参加者等で関心があるということであれば、

そこだけ部数等がなかったのでオリジナルをお配りできないのですが、そこの部分だけ後でコピ

ーができますので、欲しいということであれば、お申し出ください。 

 以上です。 

○ 原科議長 スタートしましょうか。 

○ 鈴木 資料の案内だけいたしました。 

 皆さん、どうもお待たせいたしました。ただいまよりJICA 環境社会配慮ガイドライン第２回フ

ォローアップ委員会を開催いたします。 

 資料は先ほど確認しましたので、本日の議題です。一つめはビューローによる打ち合わせの報

告をします。二つめが、JICA 案についての協議をいたします。 

 まず初めに、ビューローによる打ち合わせの報告を、私からさせていただきます。 

 前回、第１回を11月 12日に開催しておりますが、その席で、このままJICA の案をパブリック

コメントにかけるには、もう少し議論したほうがいいであろうという結論になりました。それを

踏まえまして、この１週間程度の時間を利用して、JICA でさらにいろいろ文言を検討した、ある

いは皆さんからご指摘されたような事項についての検討を行いました。 

 あと、前回はお二人の松本委員がご欠席ということでしたので、その間、松本委員等に提出い

ただいていたコメントの内容等についてお話をさせていただいております。それで、特に松本悟

委員からは、自分がお出しになったコメントについては紙で答えをJICA から求めたいということ

がありました。お配りしている資料では、頂いたコメントが「FC1/8」、それに対してのJICA の回

答が「FC.2-4」という形で、準備させていただきました。 

 それと、JICA が何をこの間、検討してきたかというところの説明を若干させていただきます。

数点ございまして、大きなところは、前回、章立てが二つになっていましたが、やはり３章立て

のほうがいいであろうということ、特に基本方針あるいは理念といったところをきちんと明らか

にすべきだという意見がありますので、２章立てを３章立てに戻したということがございます。

あと、緊急時の措置というところを、きちんと一つの項目出しをして書いたというところがござ

います。それから、社会環境と人権への配慮というところも盛り込みました。JICA の意思決定に

関して、きちんと一つ、また項目を盛り込みました。こういった作業をしていたというところが
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主なことです。後で詳しいご説明をさせていただきます。 

 そして、ビューローで話しましたのがパブリックコメントの実施方法についてです。基本的に

本日まとまりましたら、当初の予定のように12月にパブリックコメントにかけたいと思っていま

す。そして今、とりあえず３か所を予定しています。東京２か所、大阪１か所です。これに関し

て前回の意見では、もう少し幅広く意見を聴取するために対象地域を拡大できないかということ

がございましたので、今、JICA が J-net というテレビ会議システムを持っていますので、それを

使ってやれないかどうか、JICA の各センターに確認をしています。センターに関心者がだいぶ集

まるということであれば、その場所には設置するという方向で検討しているということをお話し

しました。 

 それと、海外については日本語のままの提供ということはできませんので、英訳を早速いたし

まして、事務所から相手国に説明するという形で、またやっていきたいということをお話しさせ

ていただきました。 

 以上です。 

 ◇◇◇   ◇◇◇   ◇◇◇ 

○ 原科議長 ご紹介、ご説明どうもありがとうございました。 

 それでは早速、今日の議論に入りたいと思います。本日、３時間の予定です。今日、この資料

を用意していただきまして、短期間にかなり精力的に作業をしていただきまして、おおむね私ど

もが前回お願いしたことにおこたえいただいたようにお願いします。それで、細部について検討

していきたいと思います。 

 その前に確認です。FC2-3 の「JICA ガイドライン案と改訂委員会提言の比較」とございますが、

この左右の対照表は、もとのものはすべて漏れなく掲載しているということですね。 

○ 事務局 上條哲也（以下 上條） JICA ガイドラインが左側にありまして、その JICA ガイドラ

インに該当する部分の提言の文言が右側にあります。ですから、構成を少し変えていますので、

提言のほうは少し順番が入れ替わっているところもあります。だけど、文章は全部入っています。 

○ 原科議長 そういうことで、全部これで確認していただけると思います。 

 それでは、早速ガイドライン案を見てまいりたいと思います。 

 最初のページ、FC2-2 の 1/30 のところ、まずガイドライン案の目次です。目次をまず確認した

いと思います。 

 このような構成になりましたが、何かご意見ございますでしょうか。 

 ないようでしたら、私から一言。 

 Ⅰ、Ⅱ、Ⅲと３部構成にしていただいたことは、私は大変にけっこうだと思います。これは前

回の議論にこたえていただいたと思いますが、１番めのところのタイトルが「序論」という表現

ですが、ガイドラインで序論というのは、何か少し変な感じがします。論文の書き方みたいです。

序論というよりも、基本的事項とか基本的考え、そういう表現のほうがいいのではないかと思い

ます。提言では「基本的事項」という表現ですので、基本的事項でいいのではないかと思います

けれども、いかがでしょうか。１番めのところ、「序論」という表現ではなくて。どうでしょうか。

英語に訳してイントロダクションだとちょっと軽い感じがしますね。やはり「基本的事項」のほ

うがいいのではないでしょうか。いかがでしょうか。 
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○ 上條 章立ての項目をどうしようかということを考えたのですが、幾つかのガイドラインという

ようなものの目次立てを見てみた中で、あと英語にするときどうするのかということも考えたの

ですが、特に絶対こうでなければいけないというつもりはありません。ですが、英語でいうとイ

ントロダクションという部分になるのかなという気がしまして、日本語では「序論」としました。 

○ 原科議長 私はイントロダクションというのはあまり長くないと思っているので、三つの構成の

第１部を構成するという印象には、イントロダクションだと弱いのかなという感じがしたのです。

中身はかなり総合的な、基本的な考え方を示しておりますので、「基本的事項」という表現のほう

が、むしろ序論は１ページぐらい、その前に入るかもしれないですね。 

○ 富本委員 基本的に基本的事項でよろしいと思います。その前に前書をつけ加えて、そこにはせ

っかく改訂委員会で大変長い議論を頂きましたので、そのことも少し加えて、そこをイントロダ

クションにしたいと思います。 

○ 原科議長 では、そのようなことでよろしいでしょうか。ほかに何かございますか。 

 今日はご出席が少ないようなので心配ですが、これはよろしいですか。ほかのかたから何かコ

メントはございましたか。特に今日は時間がないから難しいですかね。 

 では、次に参りましょう。2/30、次のページに参ります。「序論」と書いてある部分は「基本的

事項」ということにいたしますが、その部分についてご意見を頂きたいと思います。順番に2/30

と 3/30 と、両方からご意見を頂きたいと思います。特に書き出しの文章はいろいろご意見がある

かもしれませんが、いかがでしょうか。 

 私が気になったことを一つだけ言いますね。最初の、これは前も気になっていたのですが、た

だ、翻訳だけの話ですけれども、「1.1 理念」の２行め、「第17原則において」という訳文です

が、「環境影響評価は、国の手段として環境に重大な悪影響を及ぼすかもしれず」と書き出してい

ますね。「国の手段として」というのは後ろのほうにかかるのですが、ここに「国の手段として」

という言葉を入れると、読んだときちょっと変な感じがするので。だから、「国の手段として」と

いうのは後ろにずらして、要するにこれは「実施すると」にかかるのですね。ですから、「国の手

段として」は外して、次の行の「決定に服する活動に対して、国の手段として実施されなければ

ならない」という表現のほうがいいのではないでしょうか。 

○ 鈴木 すみません、これは定訳はありますか。 

○ 原科議長 定訳はないと思います。あるのかな。定訳があったって、訳が間違っている場合が・・・。 

○ 鈴木 外務省さんとか定訳ありますか。 

○ 原科議長 定訳というのはあるのかな。どうぞ。 

○ 富本委員 リオ宣言については、たしか環境省さんで仮訳という形でしょうか、それを参考にさ

せていただいて、今のご意見も取り入れたうえで、どういう位置がいいか。 

○ 原科議長 多分、仮訳だと思います。 

○ 富本委員 恐らく仮だと。 

○ 原科議長 その辺、ちょっと気になりました。あと、何かございますでしょうか。 

 もう一つだけ事実関係で言いますと、今度は今のページの真ん中辺ですが、追加をしていただ

いた部分のやはり真ん中よりちょっと上ですが、「JICA は 1988 年の第一次環境分野別援助研究会

の提言に基づき」というパラグラフの真ん中あたり、「他方、JBIC が 1989 年以降、環境配慮のた
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めのガイドラインを導入し」という表現、これで間違いとは言いにくいのですが、89年以降とい

うと、その前どうだったではないですけれども、この前も提言のときにちょっと言いましたね。

JBIC というのは 99年にできたので、その前、JBIC という言い方、名称を使うと誤解を招くかな

と思ったので、この辺の表現は、むしろ OECF ですよね、JBIC の前身、一部です。この辺の表現

が事実関係として、このことをご存じのかたは変に思うかもしれません。この辺をちょっと工夫

していただきたいと思います。輸出入銀行と合体して 99 年にできましたので。だから、89 年と

いうのは OECF の時代で、輸出入銀行は持っていなかった。JBIC 自体、存在しなかったから、こ

の辺の事実関係をきちんとしておかないとうまくないかなと思いました。 

○ 鈴木 分かりました。こちらはそのように直します。 

○ 原科議長 ほかにございますでしょうか。いいですか。 

 では、3/30のページで何かございますか。松本悟委員、どうぞ。 

○ 松本悟委員 いろいろ手直しを頂きましてありがとうございます。 

 １点確認は、11番めの「国際約束」についてです。これで明確ではありますが、これまで「国

際約束」というものについては、具体的には例えば無償資金協力の場合はE/Nの締結という表現

をしてきました。今回の独法化によって、この国際約束というものが新たに定義され直したと伺

っております。この場において確認をしたいのが、具体的に国際約束というのが開発調査、無償

資金協力、技術協力プロジェクトにおいて、口上書でも何でも構いませんが、どの時点で、どう

いう名称で行われたものを今後、この「国際約束」と呼ぶのかという点について確認させてくだ

さい。 

○ 原科議長 上條さん。 

○ 上條 環境女性課の上條です。この「国際約束」という言葉は、国際協力機構法ができ、その中

で使われている言葉です。実際は口上書の交換とかそういうものになるかとは思いますが、それ

が日本国政府と相手国政府の中で結ばれて、それに基づいてJICA が協力を始めるというものです。

ですから、開発調査であれば事前調査の前の段階でそういうものが結ばれますし、無償資金協力

のための事前の調査であれば、またその事前調査の始まる前に結ばます。技術協力プロジェクト

であったとしても、その事前調査の前に国際約束が結ばれて、それに基づいてJICA が協力を行う

というものです。 

○ 松本悟委員 分かりました。 

○ 原科議長 ほかにございますでしょうか。 

 簡単なことですけれども、2/30 に戻っていただいて、「目的」のところの書き方ですが、提言

では「本ガイドラインは、」と主語が入っていたのですが、ガイドラインでは「本ガイドラインは」

と「、」が入っていませんね。これは入れておいたほうがいいのではないかという感じがします。

どうですか。対照表を見ていただくと、FC2-3 の 3/41 のページに書いてあります。提言では「本

ガイドラインは、」と頭に入っていますので、目的を書くので主語は入れておいたほうがいいので

はないですかね。分かりきったことですけれども。何となくそっけない感じがするので、「本ガイ

ドラインは、」と書いたほうがいいという感じがしました。 

○ 鈴木 はい、それはそういう形で直します。 

○ 原科議長 もう一ついいですか。3/30 のページの定義の 15 番ですが、「Record of 
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Discussion(R/D)」です。「Record of Discussion」ですから議論して決めるわけでしょう。だか

ら、「議論のうえ」とかそういう表現は入れなくてよろしいでしょうか。協議の結果ですね、こう

いう内容を決めるということ。そうではないのですか。私の感じだと、「スケジュール、負担事項

などを協議したうえ、規定した文書」のことで、「協議」とか、そういうアクションが分かるよう

に書いたほうがいいと思いましたが、いかがでしょうか。その必要はないですか。 

○ 松本悟委員 これは多分、S/Wも協議のうえ決めるもので、JICA 世界の言葉の意味かなと私は思

っていまして、そこだけ「協議」を入れると、何かいS/Wは協議をしないのかなとなってしまう

ので、こういう慣習だということのほうがいいのかなという気がしますが。 

○ 原科議長 そうですか。私は協議は大変大事だと思って。入れたほうがいいかと思います。いか

がでしょうか。13、14、15 はそういう意味ではみんなそうですね。つまり、「協議のうえ」と言

えるその趣旨は、ケース・バイ・ケースで議論して決めるのだということが伝わったほうがいい

のではないかと。そうしないと、もうすでにほかで決まっていて、そのとおりやるだけみたいで

すけど、そうでなくて、むしろケース・バイ・ケースで協議して決めて、それを記録としてとど

めて、それに従って判断する、そういうダイナミズムが分かると思いましたので、「協議のうえ決

めて記録する」という表現はどうかなと思いましたが、いかがでしょうか、JICA のご担当のかた

の感想は。 

○ 上條 協議は絶対するのですが、ここはドキュメントの説明という趣旨で書きました。どちらで

もいいといえばどちらでもいいのですが、入れなくても分かるかなという気はするのですが。 

○ 原科議長 富本委員、どうぞ。 

○ 富本委員 重要なご示唆いただいたので、「協議を踏まえて」とか、「協議のうえ」という文言を

３項目について入れさせていただきます。 

○ 原科議長 それではそのようにお願いします。ほかにございませんか。どうぞ、鈴木さん。 

○ 鈴木 確認します。そうすると、「Scoop of Work」は、同様に協議する旨を入れる、ということ

ですね。 

○ 原科議長 そうです。 

 では、次に参ります。4/30、5/30 のページになりますが、何かご意見ございませんでしょうか。

それぞれ前回の議論を踏まえて、それにこたえていただいた部分が多いと思いますが、ほかに何

かございましたらお願いいたします。 

 では、私が質問を一つ申し上げます。５/30 ですが、「1.6 相手国政府に求める要件」の１番

めのところで、「相手国政府は、プロジェクトの計画・決定」と「・」が書いてありますが、これ

は問題なく理解できるかどうかなのですが、「計画・決定」、こういう表現でよろしいでしょうか。

「プロジェクトの計画とその実行の決定、実施の決定」とか、そんな表現もあるかなという気が

するのですが、その必要はないですか。「計画・決定」でよろしいですか。いかがでしょう。 

 富本委員、どうぞ。 

○ 富本委員 この「・」の意味ですが、プロジェクトの決定ということでございます。要するに、

最終的にはプロジェクトの計画づくりについてもJICA が協力いたしまして、最終的にこういうプ

ロジェクトで実施したらいいだろうという提言をいたします。それを受けて再度、相手国政府と

してこれをこういう形で実施するというような決定を行うということです。その場合においても、
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この環境社会配慮調査の結果を考慮していただきたいという意味で、計画だけではなくて、政策

決定の部分においてもそれを反映していただくという趣旨でございます。 

○ 原科議長 そういうことだと思います。ですから、「計画とその実施の決定」とか、そういう表

現のほうが分かるかなと思ったのですが。今おっしゃったとおりに私も理解しましたので、そう

いう表現にしておいたほうがいいのかなと思いましたが、いかがですか。 

○ 富本委員 では、「計画とその決定において」というようにいたします。 

○ 原科議長 ほかにないようでしたら、次の6/30 に参りましょう。「緊急時の措置」というところ

で、この前議論いたしまして、これもこういう格好で修正案を示していただきました。いかがで

しょうか。松本悟委員、どうぞ。 

○ 松本悟委員 どういう場合かとか、何について議論するかということがクリアにはなったのです

が、一見この文章だと、どうも一般的なケースについてというふうに読めるのです。緊急を要す

る場合の環境社会配慮に関して諮問すると。私のイメージは、個別個別の場合に応じてこの諮問

が行われると理解をしているのですが、このあたりについては、どのように考えておられるのか

教えてほしいのですが。 

○ 原科議長 今の件。 

○ 上條 この場合は、かなり例外的だろうと想定はしているのですが、ある協力事業の要請があっ

て、それが明らかに緊急を要するという理由が明確だとJICA のほうで判断した場合は、要請検討

時にはなると思いますが、審査諮問機関に諮りたいという趣旨です。つまり、その理由と、どの

ような方法で対処するかというあたりを説明して、この諮問機関の助言も得たうえで決めたいと

いう趣旨です。 

○ 田中悟委員 つまりは、これは一般的に緊急を要する場合の環境社会配慮に関して諮問するので

はなくて、個別個別のケースに応じて諮問するということでいいということですね。 

○ 上條 個々の協力事業ごとということです。緊急を要する協力事業と JICA が判断した場合は、

それを諮問するということです。 

○ 原科議長 富本委員、どうぞ。 

○ 富本委員 前回もちょっとお話ししましたけれども、個々の事業についてすべて諮問するという

ことですが、同時に国の状況なり、セクターの状況なりも当然ご説明をしたうえで、個々の事業

と同時にプログラム化される可能性もあります。そういったことについて、まず全体状況という

のをご説明する可能性があり、そこはお含みいただきたいと思います。 

○ 原科議長 今のだと、何か一般的な表現のような感じなので、もう少しある程度限定的に表現し

たいということだと思います。これだとJICA が緊急を要する場合の環境社会配慮に関してですけ

れども、むしろ「緊急を要するために通常の環境社会配慮の手順を踏むことが困難と思われる場

合」、そのように限定しないほうがいいのではないですか。その場合には、こういう特別の諮問を

するという。通常のプロセスで、カテゴリーＡとＢは、諮問は当然するわけですね。ですから、

緊急を要する場合で、「通常の環境社会配慮の手続きが困難と思われる場合には諮問する」という

ような表現のほうがいいのではないのですか。 

○ 上條 ただ、なお書きのところで「緊急を要する場合は」とはこのようなことで、先生に言って

いただいたことは一応書いたつもりです。 
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○ 原科議長 そうすると、そういう表現をすると重複になってしまうかな。「なお、緊急を要する

場合」はむしろ困難と考える場合とはこれこれと説明すればいいのかな。手続きが困難と考えれ

ばこれこれこれと。何かこれを工夫していただくといいように思いました。 

 松本悟委員、どうぞ。 

○ 松本悟委員 前回の会合に出られなかったものですから、私が個別に JICA とお話をさせていた

だいたときに、「なお」の後が前にあったほうが分かるのではないかというお話はさせていただい

て、まさに今の原科先生と同じですけれども。 

 もう一つは、先ほど口頭でおっしゃったように、要請段階から個別の案件に応じて方針や計画

というものに対して諮問するということは明記していただきたいと思います。私がいちばん気に

しているのは、幅広く取れるような書き方にしすぎるのはまずいかなと。ある程度、フレキシビ

リティが必要だと思いますけれども。 

 そう思っていますので、できれば「なお」以下を冒頭に持ってきてもらう書き方にしてほしい

ということと、要請段階からこのことを行うということ、そして個別のケースに応じて方針や計

画について諮問するということをご検討してほしいと思います。 

○ 原科議長 いかがでしょう。そういう趣旨で文言をもう一回、吟味、修正していただいてよろし

いですか。 

○ 上條 はい、分かりました。 

 ◇◇◇   ◇◇◇   ◇◇◇ 

○ 原科議長 お願いします。 

 それでは、次に、１のところはこれで一区切りつけてよろしいですか。フロアからどうぞ。お

名前をお願いいたします。 

○ 自然環境研究センター 臼井氏 自然環境研究センターの臼井でございます。 

 文言とは関係ないことですが、今回の資料の最後に私のほうから、先回の「緊急を要する場合

の本ガイドラインの趣旨を踏まえ適切に対応するということについて」という文章をつけさせて

いただきました。 

○ 原科議長 資料 FC2-5 ですね。 

○ 自然環境研究センター 臼井氏 そうでございます。 

○ 原科議長 厚い資料ですけれども、後ろから３枚めぐらいですね。 

○ 自然環境研究センター 臼井氏 申し訳ございません。私、３時に帰らないといけないものです

から、ちょっとお話しさせてよろしいでしょうか。 

 今回のガイドラインの訂正で、かなり緊急時の措置ということでお話が出ているわけですが、

ここに書いてございますように、イラクのことに関しまして、１月14日に JICA から公示が出て

おりまして、その分野等につきましては添付のところを見ていただければ、業務内容とか主要な

分野というのはすべて書いてございます。インフラ整備ということにもかかわらず、この主要な

分野というところに、社会環境、自然環境、環境影響評価という部門が全くないという、非常に

私のほうでは心配しております。自然環境に関しましては、そこに書きましたように、UNEP 等が

かなりいろいろな心配をしておりますので、このようなことを踏まえたうえでやっていただきた

いと考えております。 
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 なぜこれを書いたかといいますと、文言等の検討もそうですが、このようなことを考えると、

メカニズムのほうもぜひ同時並行的によく考えていただきたいと思います。なぜ今回、イラクの

１月14日の公示が出るに至って、自然環境とか社会環境、環境影響評価の分野が抜けてしまった

かというところを検証していただいて、それを生かすような形で、ガイドラインを実施に向けて

メカニズムのほうを考えていただきたいと思います。 

 このガイドラインと関係はございませんけれども、今回の１月14日のイラクの公示に関しまし

ても、ぜひ業務の範囲の内容など検討していただいて、自然環境、社会環境、環境影響評価の分

野も入れてくださるような形をお願いしたいと思います。 

 以上でございます。 

○ 原科議長 今この段階でお答えできる範囲でお願いいたします。どうぞ。 

○ 鈴木 今、臼井さんから、環境関連の国際機関とかが情報をいろいろ集めているということで非

常によい提言を頂いたと思いますが、イランの一つの案件のことに関して、ここの場で議論とい

うのは、今日は時間の関係等もありますので、これは置いておきたいということがあります。 

 もう一つは、ご承知のとおり、今、公示中と言われたように、入札というのはある一定の条件

の中で競争しなければいけないということがありますので、これについて、ここで深入りして検

討するというのは、ある特定の方はさらに有利な条件を聞いたというようなことになりますので、

それについては、ここでは議論は避けたいと思っています。必要あらば、入札に影響を及ぼさな

い形で、今のようなご提言のようなものをJICA として反映してほしいということでお話をさせて

いただくのは、私どもとしてはやぶさかではないので、そういった場ということでご処理いただ

ければありがたいと思っています。ご提言の中身としては非常に環境を大事にするということで、

それは私たちとしては今回、ガイドラインで話し合っているように重要なことだと理解しており

ます。 

○ 原科議長 ということですが、よろしいでしょうか。私もこれは今、こういう議論をしている最

中で、しかも提言が出た直後なのに、こういう公示内容が出たというのは残念ですね。 

○ 山田委員 ちょっとよろしいですか。入札に影響の範囲で一般論を申し上げます。イラクの環境

については、イラクの支援に対しては日本だけではなく各国、それから国際機関もいろいろなプ

ロジェクト・プロポーザルを出しております。UNEP などもいろいろなプロジェクトを出して資金

を求めている。ただ現実問題として、UNEP はじめ国際機関は今、活動している状況にはないとい

うのが一つです。 

 それから、これも私が言う立場には実はないのですが、この公示も、実際はイラクで行うので

はなくて、イラクの外で情報収集・分析を行いましょうということで、とりあえずこういうこと

が並べられているということであって、それはイラクの環境の状況を無視してどんどん進めてい

くということでは当然ないのであろうと理解しております。特にイラクの支援が本格化したとき

には、環境への配慮というのは当然重要に考えられるべきですし、そうした環境に関する情報の

収集が、これはある意味では非常に幅広く、何でもとにかく情報収集・分析を行うという公示が

なされているのであろうかと思いますので、そこの中身については実際に入札が決まったあとで、

どういうことをやるのかということが決まるのだと思いますが、公示において環境の話が無視さ

れているということではないのだろうと理解しています。 
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○ 原科議長 この FC2-5 の２枚めのところの資料、これですか、番号１。おっしゃったのはこれで

よろしいのですね。イラク国のインフラ。これですね、案件名。その「業務の範囲及び内容」と

書いておられるところの「業務内容」の「ア 情報収集・現状分析」の項目の中で、「イラク国全

土を対象に、以下の情報収集・分析を行う」のところの「（ア） 既存情報の収集・整理・分析」

の意味合いは、自然環境、社会環境、環境影響評価というような言葉は使っておりませんけれど

も、こういったものを当然含むと理解してもらいたいということになります。既存の情報という

表現ですが。いかがでしょうか。 

 富本委員、どうぞ。 

○ 富本委員 ただいま山田課長のおっしゃった点、JICA としてもう一度確認したいと思います。 

 臼井さんからのご指摘については、大変重要なご指摘としてまずとらえたいと思っております。

それから、今後こういったいろいろな公示を出す、あるいは調査を実施する、これは現ガイドラ

インは来年４月１日以降、要請された案件について対象にするということになっておりますけれ

ども、それ以前についても、できるだけこのガイドラインの趣旨を踏まえて行うということを念

頭に置いておりますので、そういう体制も含めて今検討しております。 

 ご指摘の点については、関係部とも話をしたいと思いますけれども、この場でこの案件につい

て細かく、ご指摘の分野を入れるとか、入れないとか、そのような話をするのは差し控えさせて

いただきますが、今おっしゃった点は、現実に実施されるときには反映するように、うちの部か

らも責任を持って対応したいと思っております。 

 以上です。 

○ 原科議長 ぜひそのようにお願いいたします。すでに提言は出ておりますし、今、ガイドライン

も作っておられますので、パブリックコメントも始まりますから、それを踏まえて対応するとい

うことで進めていただきたいと思います。 

 臼井さん、どうぞ。 

○ 自然環境研究センター 臼井氏 山田さんのおっしゃったことで気になったことがあるのです

が、このように公示で主要分野が書かれてしまいますと、コンサルタントは普通、これ以外の人

員は出しません。そういうことになりますと、例えば総括のかたが環境影響評価をやるのかとい

うと、多分やらないと思います。ですから、この辺の主要分野というのは非常に重要なところで

ございまして、今、ここでこの話はしないということになりましたけれども、その辺のことはよ

く踏まえたうえで、今後、お考えになっていただけると大変ありがたいと思います。 

○ 原科議長 富本委員、どうぞ。 

○ 富本委員 再度念押しをするようでございますけれども、今、ご指摘を頂いた点については真摯

にとらえて関係部を指導したいと思っております。 

○ 原科議長 「業務の範囲及び内容」というところ、「（１） 業務内容」で、その次が（２）のは

ずが（３）になっています。（２）ですよね。「主要な分野」のア、イ、ウ、エ、オ、次のページ、

カ、キ、クというところに、自然環境、社会環境が明記されていないので、そのことですね。 

 どうぞ、フロアのかた。お名前をお願いします。 

○ JICA 社会開発調査部 黒柳（以下 黒柳） JICA 社会開発調査部の黒柳です。今、富本次長か

ら関係部を指導すると言われましたが、指導されるほうの者でございます。 
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 この調査の目的をよく見ていただきたいのですが、この調査で開発計画、復興プログラムを策

定すると言っているというわけではなくて、復興を策定するためのいろいろな情報を収集しまし

ょうよと言っているのです。ですから、この調査で情報を収集する内容はこれだけですと。計画

を策定するときには当然、もっと違ういろいろな情報が作成・収集されることになるのです。で

すから、この業務だけで復興プログラムを作るということではないので、その点だけご理解いた

だければいいかと思います。我々、社会開発調査部が環境の視点に対して全く視点が欠けている

かというと、そういう仕事のしかたは決してしていないと思っています。 

○ 原科議長 そういうご説明でございますけれども、ただ、ここに書いておられるように「インフ

ラ整備、復興支援を効率的・効果的に実施するため」と書いておられますから、そうすると、環

境情報をきちんと把握しないで、効率的・効果的になるのかという素朴な疑問が生じてしまうの

で、少し気になります。 

 松本郁子委員、どうぞ。 

○ 松本郁子委員 私も原科先生がおっしゃったコメントと同じことを考えております。やはり基本

的な調査をするときに、基本的な枠組みを作るときに、どこにどの重要な環境の資源があるかと

いうことを把握しないでその情報収集をすると、インフラ計画に非常に大きな問題が生じる可能

性があると考えておりますので、やはり大きなプロジェクトを考えるときは、同時にやはり環境

の資源についての調査もやっていただくことが、このガイドラインを実施していくうえでも非常

に重要ではないかなと思います。 

○ 黒柳 繰り返しになりますけれども、ご指摘のような調査をやらないと言っているのではなくて、

これからの調査の中で、いろいろな情報を集めていく中で当然やることになります。この調査の

このプロジェクト研究という、この基礎的調査の中ではこれだけしか集めないという、業務を明

確化しているだけで、今後のことについて一切触れてないのだと思います。この調査の中で、こ

れだけをしますと言っているということを、ぜひご理解いただければと思います。 

○ 原科議長 松本悟委員、どうぞ。 

○ 松本悟委員 この基礎的調査、つまりプロジェクト研究というのは、開調（開発調査）なのでし

ょうか。ガイドライン上のくくりを教えていただきたいと思います。 

○ 原科議長 富本委員、どうぞ。 

○ 富本委員 たまたま、この案件については開発調査の予算ということになっておりますけれども、

基礎的研究ですから、いろいろな場面で行う場合もあります。この案件については基礎研究とい

う分類で情報収集をすると。あくまでも情報収集ですから、それに基づいて、今度は具体的なプ

ログラムをこれから考えていく、あるいは協力をしていくということでございます。 

○ 松本悟委員 くどいようですけれども、つまり開調、無償資金協力、技術協力プロジェクト、連

携D/Dしか私たちは議論してこなかったのですが、それ以外の枠組みで調査が行われることがあ

りうるかどうかというのが私の質問ですが。 

○ 富本委員 ガイドラインを適用するうえで必要な調査というのは、今おっしゃったようなスキー

ムで十分だと思います。それ以外には、例えば国総研がやっている国別調査とかセクター別調査

とか、さまざまなものがございます。ですから、それについてもすべてガイドラインを適用する

のかどうかという一つの議論はあるかと思いますけれども、今のところは、特に直接的なインフ



 12

ラ案件の形成にかかわるような仕組みというものに対して、ガイドラインを適用するというよう

に考えております。 

○ 松本悟委員 つまり、我々は戦略的環境アセスメントの考え方を導入するということを言ってき

ました。まさにこの基礎的調査というのは最も上流にある部分だと理解します。しかし、それは

今言った開調、無償資金協力、技術協力プロジェクトおよび連携D/Dの範囲外、したがって、こ

のガイドラインの適用外ということになると、それで正しいのかどうかというのは疑問を持ちま

すが、いかがでしょう。 

○ 富本委員 適用外という明確な縛りをしてしまっていいのかどうかということは議論がありま

すけれども、我々としてはこういうガイドラインを頂いて、今おっしゃった直接的な事業以外、

JICA の全事業に対してもこの趣旨を生かすような取り組みにしていきたいと考えております。そ

れはご心配にならなくてもいいのではないかと思っております。 

 なお、例えば国総研でやっている環境の研究会、これは第１次のガイドラインを作るときにも

そういう研究会をやりましたけれども、これもやがては５年後に改訂もあるでしょうし、その前

にはある程度の研究ということもするかもしれません。あるいは、今議論になっている緊急復興

ということについても、さまざまな面から研究を進めていかなければならないと思っております。

それは人権の問題もあり、あるいは平和復興というそのもののアプローチをどうするか、それと

環境というものをどうするかということについても、さらに経験を積みながら、よりいいものに

していかなくてはいけないと思っております。 

 ですから、このガイドラインで今のところは、直接的な対応ということは限定しておりますけ

れども、趣旨としては、JICA の全事業にも生かしていきたいということでございます。 

○ 原科議長 松本悟委員、どうぞ。 

○ 松本悟委員 くどいようですけれども、新しい環境社会配慮ガイドラインの考え方を踏まえてと

いうのは非常に積極的にも聞こえますし、とてもあいまいにも聞こえます。我々とすれば、どこ

まで適用するのだろう、どこからは適用外なのだろうかというのが、当然個々に出てくることに

なります。 

 したがって、私としては例えば今おっしゃったようなことからいけば、こういう基礎的調査の

ようなものはⅢの環境社会配慮の手続き上は乗っかってこないけれども、例えばⅠ、Ⅱについて

は、基本的にはガイドラインに沿って行うとか、そういうような、もう少し明確な方針というの

を示していただいたほうが透明性が上がる、あるいはアカウンタビリティが高まると思います。 

○ 富本委員 具体的な何か文言上のものはありますかね。すぐに思いつかないのですが。 

○ 松本悟委員 提案された臼井さんの趣旨からどんどん離れていってしまうのですが、プロジェク

ト研究というものが存在していて・・・、というのはJICA の枠組みって我々外の人間にとっては

分かりにくいわけです。議論を重ねれば重ねるほど何か新しい枠組みが出てきたり、新しいスキ

ームがあったり、実は新しいプロセスがあったり、我々の知らない世界がどんどん出てくるとい

う意味で、今回も、この段階になってやっとプロジェクト研究って一体何だろうという、初めて

出てくるテーマになってしまうということだと思うのです。 

 したがって、私とすれば FAQ（Frequently Asked Questions）を、今日の後の議論の中に出て

きますけれども、ガイドライン本体ではなくて、FAQ みたいなコーナーも設けると書かれていま
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すので、そこでも構いませんので、JICA が持っている細々とした調査スキームに対してガイドラ

インがどのように適用されるのか。特に私はⅢの手続き上、乗っかってこないものも、Ⅱは部分

的に精査しなければいけないのかもしれませんが、Ⅰ、Ⅱについては適用すると。趣旨を生かす

とか何とかではなくて、ⅠとⅡについては適用しますというような書きぶりでFAQに載せていた

だくというようにしていただいたほうがいいと思います。 

○ 富本委員 検討させていただきます。臼井さんの提案については十分尊重するということを、も

う一度申し上げたいと思います。それから今、松本さんがおっしゃったことについては、持ち帰

り検討させていただきます。 

○ 原科議長 田中研一委員、どうぞ。 

○ 田中研一委員 補足の説明をさせていただきたいと思います。 

 このイラクのプロジェクト研究につきましては、緊急復興にかかわる支援プログラム策定に係

る本邦および周辺国における基礎調査ということになっておりますけれども、この中から今後、

例えば道路や水資源、保健ですとか、プロジェクトとしてこれが大事だというものが出てきた段

階で、おそらくそれぞれの分野で環境社会配慮に関する調査をそこでやっていくことになると思

います。ちなみに、最近マスタープランをやる案件につきましては、戦略アセスメントをマスタ

ープランの上流域でやっていこうというケースもあり、このガイドラインの今の動向を踏まえて

試行的にやっていこうという動きも最近出てきております。 

 ですから、もう一度申し上げますけれども、この次の段階になったときには、臼井さんがおっ

しゃったような点をかなり調べていくことになり、環境社会配慮面を調べていくというようにな

るものと思われます。 

 以上です。 

 ◇◇◇   ◇◇◇   ◇◇◇ 

○ 原科議長 よろしいでしょうか。 

 私は戦略アセスという立場で考えますと、やはりこの段階から自然環境、社会環境の調査もす

るべきだと思います。ただ、これは新しいガイドライン適用前なので、そこまで配慮がなかった

のかもしれませんが、本来はこの段階からやるべきだと思います。４月以降はプロジェクト研究

もぜひやるようにしていただきたいと思います。 

 では、２番めの7/30 からずっと参りましょう。8/30、9/30 とございます。8/30 のところ、「2.4 

審査諮問機関への諮問」とございますが、この部分はいかがでしょうか。 

 では、私が一つ質問します。8/30 の「2.4 審査諮問機関への諮問」の「４. 調査作業監理委

員会」ということになっていますが、前は「作業監理委員会」という表現だった。普通は「調査」

が頭に入るのですか。 

○ 上條 私ももう一回、規程をちゃんと見たのですが、正式には「調査」と入ります。すみません

でした。 

○ 原科議長 そうすると、この「監理委員会」の「監理」という字を変えていただきたいと私は申

し上げたが、これは今の名称で使っていると。 

○ 上條 はい。今の規程の中で使われている言葉遣いです。 

○ 原科議長 富本委員、どうぞ。 
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○ 富本委員 これにつきましては、前回のフォローアップ委員会でのご指摘も受けまして、今、担

当事業部で検討しているところでございます。独法化後、今組織がえとかいろいろな人事の問題

もやっておりまして、それと並行いたしまして、この作業監理委員会の在り方についても検討し

ているところでございます。これについては、検討状況を担当からご説明させていただきたいと

思います。 

○ 黒柳 作業監理委員会の検討状況でございますが、JICA が持っていない技術なりコンサルタント

の分野の技術といいますか、それに対する技術的なサポートが必要であろうというのは、そうい

う面での作業監理委員会が持っていた機能というのは、なくすことは多分できないだろうと思い

ますけれども、字で言うところの「監理」の「監」そのものも時代後れになってきているのは間

違いないですし、支援を必要とする分野も時代とともに刻々と変わるものですから、作業監理委

員会そのものの在り方について、来年４月１日に向けて、名前・機能をまさに今検討していると

ころです。 

 そういう意味で、ここに「作業監理委員会」という言葉が入ってくることが、実際にこのガイ

ドラインを運用するときに、もうすでになくなっている可能性があるものをここに載せておくの

はどうかという気持ちはします。それは余談ですけれども、検討状況としては、今後、ここの議

論も参考にして、どうすべきなのかということを、まさに検討しているところです。 

○ 原科議長 そうしますと、「調査作業監理委員会」という表現ではなくて、もう少し別の表現を

使っておいたほうがいいのかもしれないですね。今おっしゃったように、技術的な助言を受ける

何とかとか。機能を書いて、この名称は使わないほうがいいのかもしれないですね。 

○ 富本委員 改訂委員会での議論では、特に作業監理委員会とガイドラインの関係がかなり議論さ

れたのではないかと思いまして、ここにあえて関係を取り上げているわけでございます。したが

って、将来的に名前が変わって、例えば支援委員会という形になるかもしれませんけれども、そ

の場合においても諮問機関との関係においては、必ずそういった委員会が助言を得るという趣旨

をここに書きたいと思います。 

 ですから、作業委員会に括弧して、将来名称が可能性があるというようなただし書きでもけっ

こうですが、言いたいことはそういうことでございます。現行でパブリックコメントにかける場

合、現時点では12月１日以降、４月までの間は作業監理委員会というのは生きておりますので、

そのうえで議論していただきたいと思います。ですから、括弧でそういうただし書きを入れるこ

とは可能でございます。 

○ 原科議長 そうですね。「現行の調査作業監理委員会のような技術的支援を受ける委員会の場合

は」とか、そんな感じの表現にしておけば対応できますね。今の件、そのようにお願いいたしま

す。 

 ほかにございますでしょうか。松本悟委員、どうぞ。 

○ 松本悟委員 少しだけ話を戻らせてください。6/30 の 1.7、先ほど富本さんに検討をお願いした

ところにプラスで、ここの部分と併せて検討していただきたいということですが、「1.7 対象と

する協力事業」が、この三つを対象にしているということがここに書かれているので、先ほど言

った、それ以外の調査の扱いについても、もしご検討された場合、ここに反映していただきたい

ということをつけさせていただきます。 
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○ 原科議長 6/30 の「1.7 対象とする協力事業」。三つこのように我々、議論してまいりまして、

これに書いてございますけれども、それ以外の場合もありうるということでしたので、それも含

めることができるように表現していただきたいということでございます。いかがでしょうか。 

○ 富本委員 それは可能かと思いますけれども、ただ、手続きの面とかはだいぶ違いますので、そ

この文言をご相談させていただいてよろしいでしょうか。ご趣旨はよく分かりますので。 

○ 原科議長 それでは、先に参ります。9/30、10/30、Ⅱの部分の残りはいかがでしょうか。 

 9/30 のところでは、「2.6 参照する法令と基準」のところに、この前議論いただいた「ガバナ

ンス」という表現も入れていただきました。このように前回の議論にこたえて修正をしていただ

いております。 

 では、10/30 のところで、「2.10 ガイドラインの適用と見直し」、ここもかなり議論したと思

います。本ガイドラインは2004 年４月１日から施行するということでございますけれども、それ

以前に要請がなされた案件についてもできるだけ対応していただくということで、可能な項目に

ついては、本ガイドラインを適用して協力事業を実施するという表現になっております。いかが

でしょうか。 

 松本悟委員、どうぞ。 

○ 松本悟委員 これも文言に盛り込めるというよりは、考え方を説明していただきたいということ

です。「2.8 JICA の意思決定」と「2.9」「2.10」に書かれている異議申し立てというものについ

てです。私は実は意思決定について必ずしもこだわっていないというコメントを前回出させてい

ただきました。そして今回、ここに明確に書かれてきたわけですが。JBIC のガイドラインの議論

のときに、行政不服審査法上、異議申し立てという法律用語は機関の意思決定に対して行うとい

う、いわゆる処分主義という原則に基づいて議論がなされました。それについては、実は必ずし

も行政救済法がODAでは適用できないのに、その部分だけしゃくし定規に適用するのはいかがな

ものかという議論をしましたが、最終的には国内の行政不服審査法を準用する形で解釈が成り立

ってしまったわけです。 

 今回、私が一つ危惧しているのは、JICA の意思決定をこうやって明記することはいいのですが、

今後の異議申し立て制度の議論の中で、JBIC 同様、この JICA の意思決定についてのみ、つまり

処分主義に基づいてのみ異議申し立て制度を機能させることが今の時点で想定されるのかどうか、

そのことについてだけ確認をさせてください。 

○ 原科議長 今の件は、それでは鈴木さん、どちらに答えていただきましょうか。 

○ 鈴木 諮問機関の権限について考えているところ、ということですよね。機能としては、考えて

いるのが環境配慮社会、環境室なり何なりの仮称のものを設けると思いますので、そこに対して

の答申、また、配慮内容、協力事業の環境社会配慮面の内容等についての答申、あるいはカテゴ

リーＡ、Ｂの分類等の是非についての答申ということになると思います。 

○ 原科議長 上條さん。 

○ 上條 前回の案で「意思決定」という言葉を落として、そのとき松本（悟）さんからもコメント

を頂いて、そこで意思決定という言葉を使わないのであれば、異議申し立ての案件はどうなのだ

というご質問を書面で頂いたのです。JICA の中で確認した限りでは、JICA がそこで「意思決定」

という言葉を使おうが使おうまいが、異議申し立てを受け付ける、そういう体制を整備するとも
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う書いてありますので、そこは行政不服審査法とJICA の業務の関係というのは議論の余地がいろ

いろあるらしいのですが、私はあまり詳しくは分かりません。そういう法律との関係は当然ある

と思いますが、ここで「異議申し立てを受け付ける」と書いてある以上、その制度をこれからど

うしようかという議論をこれからまたいたします。ですから、「意思決定」という言葉を使おうが

使おうまいが、JICA は異議申し立ては受け付けたいと、そして、そのことはこれから議論したい

という状況です。 

○ 原科議長 ということは、行政不服審査法に基づく解釈の部分があっても、そう限定しないで、

もっと幅広く、むしろJICA のガイドライン遵守という観点から異議申し立ては受け付けますとい

うことですね。 

○ 上條 今、法務室の者も来ていますので、ちょっと説明してもらいます。 

○ 大久保 総務部法務室の大久保と申します。 

 行政不服審査法第１号で、異議申し立ての対象としているのは公権力の行使ということで、JBIC

さんのガイドラインのときに、どういう議論があったのかというのははっきり確認していません

が、公権力の行使に対しては異議申し立てができるという制度になっています。 

 JICA のどういう行為が公権力の行使に当たるのかということについては、具体的な問題が起こ

らないと正直言って分かりません。法律的に今、JICA の行為で明らかに行政法上の処分と言える

ものは、情報公開法に基づいてJICA が開示請求をするかしないかということに関して決定するこ

とは行政法上の処分に当たるので、異議申し立て制度が法律上定められています。ただ、法律上

定められている行政法上の異議申し立て制度とは全く関係のない枠組みの中で、今回のガイドラ

インの中の異議申し立て制度というのは作られているものと理解しています。 

 ですので、法律上、異議申し立て制度ができることの効果は、その処遇の取り消しとか、ある

いは場合によっては損害賠償請求ができるということになると思いますが、それがJICA の行為に

対してできるのかできないかということは、実際に具体的な問題が起こらなければ分からない。

もし公権力の行使に該当するのであれば、JICA がそれを意思決定と呼ぼうが何と呼ぼうが、裁判

官がそれは公権力の行使なので異議申し立てを受け付けなさいということになれば、それは受け

付けることになると思います。 

 ただ、今までの議論の対象は、行政法上の異議申し立て制度ではなくて、ガイドラインの中で

作るJICA の異議申し立て制度だとご理解いただければと思います。 

○ 原科議長 今のでよろしいですか。 

○ 田中悟委員 JBIC もそうあってほしいと思っているぐらいのところです。私は、その理解ならば、

ここに書いてある意思決定というのはむしろプラスだと思います。 

○ 原科議長 JBIC は少し限定しすぎたというか、運用段階で限定してみると、かえって困ることに

なると思います。現実の、問題に対して答えることが大事なので、問題解決が優先しますからね。 

 ほかにございますでしょうか。川村委員、どうぞ。 

○ 川村委員 これは提言の文言の中身というより、むしろ扱いというか議論のしかたについての確

認だけですが、メコンウォッチの松本さんから出されているFC1/8 の 11ページで、「附属文書の

作成」というのが上がっていますね。これについても終わってから議論するという流れでよろし

いですね。 
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○ 原科議長 いや、私としてはこの案を一通り終われば、それで漏れたものはもちろん対応します

けれども、基本的には、この案を見ていただくことで終わればよろしいと思います。漏れたらも

ちろん対応しますけれども、また全部やり直すのは時間がかかってしまって、あまり効率的でな

いと思いますので。 

○ 川村委員 今、申し上げましたのは、11ページに書いてあるのは、附属文書に当たるものを作成

するべきだという議論なのですね。FC1/8 の 11 ページ、「その他フォローアップ委員会で議論し

てほしい点」ということで、このガイドラインの・・・。 

○ 原科議長 これは別の項目になると思います。この部分に関しては。 

○ 川村委員 それに関連してまた。 

○ 原科議長 後ほど。Ⅱの部分はよろしいでしょうか。ほかにないようでしたら、Ⅲに入ります。

11/30 からです。「環境社会配慮の手続き」というところになります。氏家委員、どうぞ。 

○ 佐々木委員 代理で出ております佐々木と申します。 

 11 ページの「3.2.1 事前調査段階」の１番、「環境社会配慮に必要な調査団員を派遣し、現地

踏査を行う」とありますが、提言にも同じような物言いだったと思いますけれども、提言のガイ

ドラインの外側で環境社会配慮に必要な調査団員についてはいろいろな種類の専門家があるので、

その辺も分けて担当できるようなことを求めていたと思いますが、この辺、少なくともカテゴリ

ーＡについてなのかはっきり分かりませんけれども、環境影響に重要な要因についての専門家を

派遣するという意味合いがこもった文章にならないかと思います。 

 と申しますのは、もうすでに長い何か月もの間、環境社会ガイドラインの改訂について議論さ

れていた内容が、我々コンサルタントとしてJICA さんと一緒に仕事をしている中で、いろいろな

ものが一部取り入れられて、アクションが始まっていると思いますが。例えば開発調査のフォロ

ーアップといいますか、提言がどのように１年か１年半ぐらいあとに生き延びているのかとか、

どのように受け入れられているのかという部分が、すでに我々委託を受ける業務の中に反映され

ておりますし、戦略的アセスという言葉も一部業務指示書に出てきているとも聞きますし。 

 なんですけれども、この事前調査段階とか必要な開発調査段階で、相変わらず環境社会配慮団

員が１名のことがほとんどでして、それもコンサルタント側から提案段階に提案できることでは

ありますが、指示があれば非常にすっきりと提案できるのですが、競争の中で提案する場合は、

いろいろなことがあります。制約があって、そうできない場合があったりしますので、その辺、

明確に、この辺のガイドラインの中の文章で書いていただければクリアになるなと思います。 

○ 原科議長 今の点、いかがでしょうか。「環境社会配慮に必要な調査団員」という表現になって

おりますが、もう少し分野を表現すると何といいますか、具体的にというか、どういうことにな

りますかね。必要な調査団員ですから、今のを含むと思いますけれども、これではちょっと表現

が弱いというような問題ですか。富本委員、どうぞ。 

○ 富本委員 この必要な調査団員という文言の中に、今のご趣旨は入っていると思いますが、これ

は提言の表現をそのまま使っております。できれば早く提言を固めたいという趣旨もございまし

て、この点についてはこのままにしていただいて、またパブリックコメントの段階で、ぜひご意

見を言っていただいてもかまわないと思います。それで最終的な案を固めるというのは、いかが

でございますでしょうか。 
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○ 原科議長 いかがでしょう。積極的にパブリックコメントしていただいて、具体的にどういう表

現がいいか、ちょっと私も分かりませんので。「複数の」とか、そういう表現がよろしいですか。

一人だけではどうもとおっしゃったので。ただ、場合によっては一人でもいい場合もあるし。 

○ 佐々木委員 多分カテゴリーＡにカテゴライズされる場合は、必ず非常に気になることがらがあ

るわけです。その専門家を入れるということが・・・。それはこれに含まれているといえば、ま

たそうなのですが。 

○ 原科議長 「必要な分野の」とか「各分野の」とか、そのような表現になるといいと。 

○ 佐々木委員 そうですね。 

○ 原科議長 今の点に関していかがでしょうか。どうぞ。 

○ 鈴木 もし分野ということで入れていくと、例えば、ジェンダー一人、公害の何とか一人と、全

部分けるということになるのかなと。かなりスペシファイされてしまうのではないかと思うので、

むしろ逆にこの「必要な」という表現がいちばん適当ではないかと私自身は思うのですが、いか

がでしょうか。 

○ 原科議長 では、「必要十分な」とか入れますか。必要で十分。 

○ 佐々木委員 我々、業務指示書や公示という情報を見る中で、予算の制約上、最後に対応される

部分ではないのかなと。兼務できればそれに越したことはないという扱いを必ず受けてしまうよ

うなことがらではないかと心配するのですが。実際今そうです。今もかなりの部分がそうなので。

確かに一人で兼務できないのか、大学・大学院での学問のバックグラウンドが自然系の人であっ

ても、幾つかそういう案件をしながら社会系のこともこなせるのではないかと、そういう評価で

多分団員が選ばれ派遣されるのだと思いますけれども、例えばカテゴリーＡに分類される理由が

社会系の問題であれば、自然系の問題も必ずあるはずですから、そのときには「必要な」という

ときに、何でもオーケーという意味になってしまうような気がしますが、それを歯止めをかける

といいますか、それをもっと積極的に対応できるような言葉をここに置いておく方法はないのか

という意味です。 

○ 原科議長 そうすると、「必要な複数の」という表現が好ましいというご意見ですか。つまり、

環境と社会だったら、環境最低一人、社会最低一人、複数ですね。二人以上と。そういうご意見

と考えてよろしいですか。 

 田中研一委員、どうぞ。 

○ 田中研一委員 実際にカテゴリーＡに当たるような案件は、これまでも多いときには５人ぐらい、

分野ごとにお一人ずつ入ってもらったケースが今までありました。私も「必要な」という意味が

含まれていると思いますが、どうしても今おっしゃるようなことを入れたいというのであれば、

例えば「環境社会配慮に不可欠な分野の調査団員を派遣し」というような表現であれば、不可欠

という意味において自然環境と社会環境、あるいは住民移転の専門家も入るかもしれません。そ

ういうニュアンスは出るかもしれませんけれども、基本的には「必要な」という言葉で、私はそ

れは含まれていると思っております。 

○ 原科議長 どうぞ。 

○ 松本郁子委員 私は、この佐々木さんのご指摘は非常に重要なご指摘ではないかなと思っており

まして、先ほどのイラクのお話を聞いておりましても、開発の計画を先に作って、そのあとに環
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境を見ればいいではないかというように聞こえてしまって、今までこの環境ガイドラインの策定

の中で議論をしてきたのは、やはり環境もなるべく早い段階から、計画を作る段階から見ていく

重要な要素であるという議論をしてきたと思っていますので、具体的にこのガイドラインが本当

にどのように生かされていくのか、今のこの必要な文言、「必要な調査団員を派遣し」という文言

でここで議論してきたような必要な社会と環境と、あるいはそれ以外の分野のかたという配置が

やりにくい状況であるのであれば、やはり文言できちんと書き込んでいく必要があるのではない

かと思います。 

○ 原科議長 そうしますと、今、田中研一委員がおっしゃったような、「不可欠な分野の」という

表現が入ったほうがいいでしょうか。 

 富本委員、どうぞ。 

○ 富本委員 マスタープランとかフィージビリティ・スタディとかいろいろなレベルがありまして、

複数がいいのか、では何人がいいのかという議論になります。「必要な」も十分日本語では含んで

いると思いますけれども、「必要不可欠な」ということでよいと思います。あとはいろいろな状況

とか調査の内容とか、実施するためのいろいろな指針がいろいろな分野において、今後整備され

なければならないと思います。例えば緊急復興のときに、そういう環境を入れるときに、どの程

度のものをやるのかなど。もちろん十分に情報収集する必要はあると思いますけれども、そうい

ったようなところでやっていく必要があると思います。 

 同時に、調査というのは幾らでもお金をかければ十分にできると思いますが、独法化後、なか

なかそういうことが許されない状況、要するに効率的にやらなければならないということを一方

で要求されております。これに対してもJICA としてこたえなければなりませんので、そこはおの

ずと限界がある。ですから10人でも 20人でも張りつけていいのかとなりますと、それはいかん

ともしがたい。 

 それから、私の一般的な状況では、日本のF/Sの調査は、かなり調査団員が多いのではないか

と考えておりまして、他の援助機関はもう少しスリムにやっている部分があるのではないか。そ

れは非常に優秀な専門家が逆に入っていて、一人で幾つかの分野を兼ねられる場合もある。経済

分析とマクロを両方やっていたり、環境でも幾つかの分野をカバーできるような人もいる。日本

の業界がどのようになっているかということはまだ分かりませんけれども、そういう効率化とい

うことも一方で要求されているということをぜひご理解いただきたいという中で、「必要不可欠

な」というような表現でいかがでしょう。 

○ 原科議長 皆さんのご意見をまとめまして、「環境社会配慮に必要な調査団員」という表現の部

分は、「環境社会配慮に必要不可欠な分野の調査団員」、そういう表現に変えていただきます。こ

れはこの部分だけではなくて、ほかも整合させないといけないということになりますね。これに

該当する部分、ほかも併せて修正してください。そういうことにいたします。 

 よろしゅうございますか。では、そういうことにいたします。 

○ 佐々木委員 効率化のお話を聞いてしまうと、そこはいじめられてしまうという気になってしま

うのですけれども。やはり自然系の団員と社会系の団員は、いかんせん根本的に思想もバックグ

ラウンドも違うと思いますが、重要な案件については、必ず二つの兼ねないラインが必要だと書

いていただくわけにはいかないのでしょうか。カテゴリー案件だけでもいいと思いますけれども。 
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○ 原科議長 二人が大事なのでしょう。二人以上と。 

○ 佐々木委員 少なくとも二人以上というか環境配慮の・・・。 

○ 原科議長 一人ではなくて二人ということが大事なのでしょう。つまり自然と社会は違うので。 

○ 佐々木委員 皆さんのご意見が聞きたいので。 

○ 原科議長 富本委員、どうぞ。 

○ 富本委員 人数にはこだわりませんが、今おっしゃった理科系のかたと社会系のかたが全然分野

が違うという議論はちょっといかがかと思います。要するにコンサルタントでも、例えばハード

の専門家のかたがたも社会環境配慮については十分、見識を持っていただかないと、高速道路の

設計しかできない人というのを出されてきたら、今度はこちらのほうがむしろこれはいかがかな

と考えざるをえないと思います。ですから、そこは相当幅広い、例えばプロジェクトマネージメ

ントをする人は、確かに道路の専門家かもしれないけれども、そのかたは同時に社会配慮ガイド

ラインについても十分通暁していると。そして、それに対する配慮もできるという人を充ててい

ただかなければならないということですから、理科系と社会系という分け方で議論するのはいか

がかと思います。 

 ただ、私としては人数についてはこだわりませんが、必要不可欠というところで、趣旨はもう

十分そのようになっているし、確かに効率的だということは、我々JICA としてはマストでござい

ますから、そこでかなり厳しいネゴシエーションをさせていただきます。同時に、JICA としてこ

のガイドラインを作った以上、その趣旨を生かすということについては、ぜひご理解いただきた

いと思います。別にいじめるとか、そういうつもりは全くないわけで、我々としてはコンサルタ

ントも対等の立場として今後やっていかなくてはいけないと思っております。もし、これまでの

対応がそういう疑念を持たれたようであれば、それは反省しなければなりませんけれども、対等

なパートナーとして必要なものについては議論すると。 

○ 原科議長 これから、この新しいシステムになりますと、審査諮問機関もできます。そこでの議

論もありますから、必要不可欠な団員の配置先なり、そこで決まりますよね。そういったことも

当然勘案されるようになると思いますからようすが変わってくると思います。 

 ただ、自然科学と社会科学は別々というのは必ずしもそうではないとおっしゃったのですが、

別の観点から言いますと、一人の専門家がいるよりも、二人以上の専門家がいることによって相

互に相対化できるといいますか、独善的にならないといいますか、そういうことがありますから、

二人というのはかなり意味があるように私は思いました。そういう意味で、二人以上ということ

が分かるような表現も悪くないなという感じがいたしましたけれども、それは自然科学、社会科

学という領域というよりも、もっと別の観点の考えです。 

 田中研一委員、どうぞ。 

○ 田中研一委員 カテゴリーＡの案件につきましては、おそらくこれからは社会環境をやるかた、

それから自然環境をやるかた、場合によっては公害環境をやるかたというような分野、今現行の

JICA の環境ガイドラインが三つの分野に分かれておりますので、そういったところに配置される

可能性はあると思います。けれども、基本的には、日本人の専門家は、現地で現場をよく知って

おられるローカルの環境コンサルタントチームの人たちに対して適切なアドバイスをしながら相

手国がやる環境影響評価を側面からJICA が支援するという立場になりますので、ある意味で、そ
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ういった現地の環境専門家チームを引っ張っていけるような能力を持った人が、JICA の本格調査

の日本人団員として環境社会配慮に入らないといけないと思っています。 

 ですから、その分野につきましては、佐々木さんがおっしゃっているように、おそらく必要不

可欠な分野、社会環境と自然環境はカテゴリーＡについては必要になってくると思いますし、現

に今も現行のカテゴリーＡに当たると想定されるような案件では、そういう形を取っているケー

スもあります。ですから、逆に言いますと、そこに行かれる専門家のかたの非常に高い能力、マ

ネジメント能力というのが求められると思っております。 

○ 原科議長 ちょっと待ってください。そちらから手が挙がっていまして、今の関係ですか。 

○ 松本郁子委員 関連していることです。少し言い過ぎかなと思いますけれども、確かに非常に予

算がタイトだという現状はあるのだと思いますが、今まさに事業の質が問われている中で、数よ

りもやはり質を求めていただく必要があるのではないかと思います。もちろん、ここに「必要な

団員」と書かれてありますので、社会について専門家の必要がないプロジェクトというのが実際

あるのかなと私は思いますけれども、そういった予算の面は今後の環境審査室の体制ともかかわ

ると思いますけれども、そこについては十分新しいガイドラインを実施していくうえで必要不可

欠なものだと思いますので、予算の話というのはちょっとどうなのかなと思いました。 

○ 原科議長 富本委員、どうぞ。 

○ 富本委員 まさに質を求められるというのはおっしゃるとおりでして、我々としては何人も何人

も調査団員を張りつけるということよりも、本当に必要な調査団員を張りつけるというところに

集中したいという意味で、予算が場合によっては、Ａ案件で環境社会配慮が必要なときには、む

しろハードの団員よりも社会配慮、環境配慮の団員のほうが多いかもしれない。しかし、いずれ

にしても最終結果というものが質がいいものになると、まさに松本さんがおっしゃった点を我々

としては希求したいと。 

 ですから、トータルの予算が非常に厳しいわけですから、その中で、JICA としてはどこを一体

守っていくのか、効果的に持っていくかということがこれからの課題だということでございます。 

○ 原科議長 佐々木さん、どうぞ。 

○ 佐々木委員 我々、開発の専門家の質や能力の問題だと思いますけれども、違った分野を兼ねる、

フィールド的に兼務できるという能力も一つの能力だと思いますけれども、日本の国際協力の中

で非常に後れているといいますか、人はいるのですが、なかなかチャンスがない部分も、やはり

社会系の専門家が十分育っていない部分だと思います。それにはチャンスが与えられていなかっ

たり、メーンストリームのプランニングやエンジニアリングの実施事案を決める側に十分な影響

力を及ぼさなかったり、そのPM自身が社会系の人であったり、かつハードの分野の理解をしてい

たりという、確かに兼務の部分、両方カバレッジを広げるということは非常に大事であると思い

ますが、私の個人的な意見になるかもしれませんが、違った視野と違ったステークホルダーを自

分の後ろに抱えた専門家がいてこそ、そういう経験を積むことができると思うのです。 

 アメリカで教育などを受けますと、何かを考えるときに必ず女性がいること、アンソロポロジ

スト、もしくはソシオロジストとかが会議の内側にいることということを非常に大事にします。

だれかがいてその意見を代表していたり、その専門性があるだけではなくて態度の問題であり、

代表性の問題だと思うのですけれども、物のパースペクティブといいますか、その部分をやはり
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エンジニアリング中心にした、もしくは何か事業を実施するためのエコノミストとか、実施する

ための組織、制度のアクション・オリエンテッドな人たちばかりの中で、もし社会的な問題が起

こったときとか、配慮系の団員というのは、かなり数が少なかったり、意見がなかなかチームの

中で言えなかったりするのですが、特に社会系の団員が必要になるというのが今回のガイドライ

ン改訂の非常に大事なところなのではないかと思います。 

 公害や自然系の環境の専門家は日本でも非常に育ってきておりますし、チャンスもあると思い

ます。国内の業務のチャンスもありますし、海外でのチャンスもあると思いますが、日本の国内

であれば社会系のそういう専門家のチャンスが少ないので、学校でも、まだまだ欧米の大学に比

べてそういう教育を受ける部分が少ないですね。そういう意味で、そういう団員を一人置くこと

で、今のガイドラインの思想や趣旨が実現していきやすくなるのではないかと私は思います。 

○ 原科議長 それでは、どういたしましょうか。「必要不可欠な分野の」という表現にして、今の

ことはまたパブリックコメントに出していただいて、あるいは、FAQでちゃんと解説してあると。

必要不可欠の意味合いは、今おっしゃったような趣旨だということは記載されればよろしいかと

思いますが。いかがでしょうか、その辺のことで。 

 それでは、この部分、あと若干残っておりますが、今１時間半たちましたので、ちょっと休憩

を取ります。今、３時32分になろうとしておりますが、40分から再開いたします。 

 ◇◇◇   ◇◇◇   ◇◇◇ 

 休憩（15：32～15：40 ８分間） 

 ◇◇◇   ◇◇◇   ◇◇◇ 

○ 原科議長 「Ⅲ 環境社会配慮の手続き」に参ります。11/30 から 19/30 までございますけれど

も。まず11/30 の最初のところ、いかがでしょうか。 

 よろしいですか。「3.1 要請確認段階（すべてのスキームに共通）」とございます。４番で、「カ

テゴリーＡとカテゴリーＢの協力事業については、JICA が外務省に提言した内容を情報公開す

る」とありますね。外務省に提言するのはＡとＢだけでしたか。 

○ 上條 もちろん要請検討段階で、JICA はカテゴリー分けしてから提言するということですので、

Ｃも当然入るとは思います。ただこの場合、提言で頂いたときもたしかＡとＢと書いてあったよ

うな気がしますが、Ｃは今ここには入らないという趣旨です。 

○ 原科議長 情報公開だから、むしろ「カテゴリーＡとカテゴリーＢの協力事業等、提言した内容」

という表現のほうがいいかもしれないですね。ＡとＢだけ限定するのも何か変な感じがしますか

ら、情報公開であれば。 

○ 上條 ただ、このとき４の最初の下線を引いてないほうですけれども、こちらの趣旨は「外務省

が国際約束を提携した段階で」という、ここの文章の趣旨ですけれども、ここはＡとＢとＣ、全

部出すという趣旨です。ただ、その中で特にＡとＢについては外務省に提言した内容も出すとい

うことです。ですからＣの案件がどういうものか、なぜＣという理由にしたのかというものは情

報公開されるということです。 

○ 原科議長 それでよろしいですか。私はちょっと気になったのです。提言した内容はすべて情報

公開したほうがいいと思うので。ＡとＢに限定しなくてもいいと思いますけれども。ただ、実際

はＡとＢが中心でしょうから、「協力事業等」でもいい。「提言した内容を情報公開する」という
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表現がよろしいかと思いましたけれども。特にご意見がなければ、今のは私だけの意見になりま

すけれども。 

 今の件はこれでよろしいですか。特にご意見がなければ、このままにいたします。では、この

ままにいたします。ほかにございますでしょうか。 

 では、12/30、13/30 のところはいかがでしょう。 

 では、14/30 のところはいかがでしょう。澤井委員、どうぞ。 

○ 澤井委員 14/30 の「4.1 連携 D/D」のところですけれども、そこの書きぶりが１次案に比べて

かなり変わっていると思います。私は、途上国から見たときに日本のODAが一つであるというよ

うなことを考えると、連携D/Dの話はすっきりさせたほうがいいのかなと思っておりまして、原

則は、やはり JBIC が円借款のコミットをするわけですから、JBIC のガイドラインに満足するも

のであれば、その情報をきちんと JICA に伝えて、JICA はエンジニアリング・サービスをやって

もらうという、第１次案の書きぶりが担保されたら、それで十分ではないかと思います。 

 「3.4.1.1」の２で「緩和策、モニタリング、人員・体制、予算措置など適切に確保されている

か確認する」ということですけれども、これはどこまで確認するのかはっきりしないのです。D/D

を始める段階では、予算措置というのもはっきり決まっていない場合もありますし、D/Dの結果、

詳細な予算が積み上げられてコミットするという手続きになりますし、D/D の期間も約１年、２

年あるとすれば、その間に途上国でやれることもたくさんあるわけですね。ですから、こういう

こともJBIC のガイドラインにマッチしているということが担保されていれば、あえて「確認する」

と２で述べる必要はなくて、１の記述で十分だと思います。 

 それから、「JICA は JBIC に情報提供を行い対応を求める。また、提供した情報を公開する」と

いうのも提言にはなかったことだと思います。そこは連携D/Dなので当然情報公開するけれども、

情報公開というのは自動的なのか、情報公開法に基づいてなのか、これもよく分からないのです

が、事務的な話も多いわけですから、自動的にという話でもないのかなという気がいたします。 

 したがって、できれば第１次案の前回の書きぶりに戻したほうが、ここはすっきりしているよ

うな気がいたします。 

○ 原科議長 今のご意見ですが、いかがでしょう。でも、これはこういう案にしていただきたいと

いう議論がありましたので変えていただいたわけですから、前回の議論に基づいております。 

 どうぞ、上條さん。 

○ 上條 前回、先週の第１回のフォローアップのときに、今、お手元の右側のほう、「削除」と書

いてあるところに、なお書き以下がついていまして、下線が今引いてある事前調査段階とか S/W

の署名というあたりは何も書いていませんでした。それを前回、ご説明しまして、その理由は今、

澤井課長からご説明いただいたように、JBIC のガイドラインでカバーされていますので、特に

JICA のほうで何か手続きを書く必要はないと理解していますということでご説明いたしました。

ですが、やはりJICA なりに連携 D/Dということでやっていますので、そこで書ける範囲のことは

書いたほうがいいのではないかというコメントを頂きましたので、この１週間ぐらいかけて、ど

のようなことが書けるのかということを内部で議論して、今回、書かせていただいたという趣旨

です。 

 ただ、前提としては澤井課長と全く同じ認識でして、JBIC のガイドラインがまずあって、そこ
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で環境面、社会面の確認がされて、必要なモニタリングはJBIC のほうでやっていただけるという

趣旨で書いています。ただ、その中で特に重複があって、この文章はもう書かないほうがいいと

いうものがあれば、それはまた修正作業をさせていただきたいと思います。 

 ですから、ここで必要な確認はもうJBIC のガイドラインでなされて、必要な情報公開もなされ

ているという前提で、プラスアルファで、JICA が連携 D/Dで調査が始まったときに初めて何か環

境社会面のことで何か知りえたことがあれば、それはJBIC の情報公開でまだなされていないもの

であろうという認識の下で、そういう情報はJICA でも公開しないといけないのではないかという

ことで、提供した情報を公開すると。ここの公開するというのは、ほかのところの書きぶりと全

く同じ意味合いで、別に情報公開法に基づいての公開ではなくて、JICA が自ら公開するという趣

旨です。 

○ 原科議長 どうでしょうか。基本的に前回の議論に基づいて修正していただいておりますので、

全く戻すというのは議論が振り出しに戻ってしまうので。 

○ 澤井委員 前回の議論は、JICA さんは手続きを JICA 自身がやる D/D に合わせた形で書いたらど

うかという話だったと思いますが。ですから、事前調査段階、S/W の署名、本格調査という、そ

れは書いていただいてもけっこうです。前回に戻せとはもう言いませんが、事前調査段階の２と

いうのは、基本的に１と重複している話ではなかろうかと思います。 

○ 原科議長 作本委員、どうぞ前のほうへ。そこに席がございます。 

 松本悟委員、どうぞ。 

○ 松本悟委員 私は今回、JICA が出された案でかなりいいかなと思っていますが、今の澤井さんの

話のところ、つまりポイントは「3.4.1.1 事前調査段階」の１と２の重複ということで一つ確認

したいのは、このときにJICA が確認する項目、つまり私がJICA に聞いたのは、この段階で確認

をされているのですかと。されているとすれば、何をされているのですかということをお尋ねし

ました。つまり、実際にやっていることを書いてくださいということがいちばんの目的です。私

の理解では、２に書いてあるような点については、JICA は JBIC が審査をした内容について確認

をしているという理解です。したがって、もし重複をするのであれば、２に書いてあるような具

体的な内容をしっかり残して１のほうを削るとか、そのような対応で、もしJBIC がそれでいいと

言うのであれば、そういうやり方がいいのかなと思います。 

○ 原科議長 今の件、いかがでしょうか。むしろ２を残して１を外すようなほうがいいのではない

かというご提案だと思います。もし重複するのであればです。 

 田中研一委員、どうぞ。 

○ 田中研一委員 この議論につきましては、この委員会の前の改定委員会でも随分議論いたしまし

た。そのときにオールジャパンとして考えたときに、私どもは澤井さんがおられるJBIC 環境審査

室で、これからJBIC のガイドラインに基づいて、きちんとした審査をするということになってお

りますので、やはり１番は残すべき言葉だと思っております。それは、その審査に耐えうるよう

な、逆に言いますと、フィージビリティ・スタディ、恐らくJICA の F/S レポートが JBIC で審査

される機会も、これから特にカテゴリーＡなどで増えてくるのではないかと思います。その意味

では、２に書いてあるところもフィージビリティ・スタディの段階で、いかにこのあたりが熟度

をきちんと持ってF/Sが行われるかということにかかってくる問題だと思います。 
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 もう一度申し上げますけれども、私は、「JBIC の判断の結果を確認する」というこの一語は、

やはり尊重すべきであると思います。 

○ 原科議長 そうしますと、どういたしましょう。１、２は残しておいたほうがいいと思われます

か。丁寧に書いたほうがガイドラインはいいという趣旨で、この前、手を加えていただいたので、

その趣旨に従うと、この修正でよろしいかと思いますが。 

 いかがでしょうか、澤井委員。 

○ 澤井委員 ２にある「具体的なスケジュール、人員・体制、予算措置が適切に確保されているか

確認する」というのは、適切に確保されているかD/Dをやる前にはどの程度求められているのか、

これはJBIC なりの判断があってガイドラインに基づいてやるわけですけれども、通常うちがコミ

ットしてすぐ事業をやるというような事業とは段階は異なると思います。この辺も、「適切に」と

いうのはありますが、どの程度のことを想定されているのか私には分かりませんが、明確にして

いただければと思います。 

○ 原科議長 今の件はどなたにお願いいたしましょうか。上條さん、よろしいですか。 

○ 上條 この案文は、JICA の中で関係する事業部があるわけですが、そこで作ってもらった案文で

す。今、澤井課長のほうで「適切に」という言葉が、まだあまりクリアではないというご意見を

頂きましたので、この場で議論するのは時間がかかるような気がします。もしこの委員会で了解

を頂ければ、また JBIC の関係するかたと、JICA の関係する人間でもう一回文章を作ってみて、

メールベースか何かでまた皆様に見ていただくとか、そういう対処はどうでしょうか。 

○ 原科議長 松本悟委員、どうぞ。 

○ 松本悟委員 最終的にはそれでもかまわないと思いますが、ただ、ここで確認しておきたいのは、

JICA は現在、文章化されているかどうかはともかく、２で書いてあるような確認作業、JBIC との

コミュニケーションをしているという理解は、それでいいということでしょうか。 

○ 原科議長 今の件はいかがですか。 

○ 上條 連携 D/Dをやる際に、我々が確認した内容を承知していただかないとD/Dができませんの

で、我々のアプレーザルの結果、それから関連資料というのは、当然JICA にフィードバックされ

ることになります。 

○ 原科議長 では、具体的手続きとしてやっているということですね。 

 富本委員、どうぞ。 

○ 富本委員 我々も JBIC の環境社会配慮に関する判断をまず十二分に尊重したいというのが前提

でございます。そのうえで、当然JBIC の場合は F/Sをもとに、それから相手国政府がやった資料

に基づいて判断するというのが主だと思います。そこからD/Dの段階に入ってくると、さらに計

画が詳細になってくる。そして、影響を受ける住民の状況もはっきりしてくるということですね。

そうすると、それに対する補償費の問題もより詳細になってくるだろうと。今、どの程度までと

いうことはケース・バイ・ケースで分かりませんが、私が経験したD/Dの調査ではそういうこと

は随分ありました。 

 したがって、そういうことを確認して、最終的に工事に入るまで、あるいは入札に入るまでに

そういった措置を行い、影響ある住民に対して十分な配慮を行わないと、実際の事業はできない

わけです。そういう作業は追加的にあるだろうということを前提として「2.」というのを入れて
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あります。そこはJICA として技術協力ということで支援する部分が当然出てくると思いますので、

必要な措置もそこで取られるということを想定しております。 

 日本の ODAを使って、そこまで二つの機関でやるのかという議論はあります。本来であれば、

そのローンの中でやられるべきだと思いますけれども、連携D/Dという特殊な措置がございます

ので、そこでJICA が入ってくるのは、単にエンジニアリングで設計をするだけではなくて、そう

いう技術協力の趣旨を生かすということを加味したいということがこの「2.」の中に入っている

ということでございます。 

○ 原科議長 なるほど、そういうことですと、これは省略しないほうがいいと思います。明記した

ほうがよく分かりますから。それでは、基本的には原案でお願いしたいのですが。ただ、「適切な」

うんぬんという表現がよく分からないというご意見でございましたので。 

○ 澤井委員 適切に確保されているか確認するで、適切に確保されていない項目についてはという

ことですけれども、確保されているかどうかということと、どうされるか確認しているかどうか

ということとは違うと思います。人員・体制とか予算措置というのは、D/D の期間で途上国が構

築する場合も、時間的には十分ありえますので、それを確保と言われるとD/Dは始まらない。ど

ういう方向でそういう体制が組まれるか、そういう計画を確認する、あるいは予算が適切に組み

込まれるということを将来確認するということであれば分かるのですが、「確保されていない」と

言われると、それはD/Dの前ではいろいろな程度差があって、いろいろな議論を惹起しかねない

ので、この文言については慎重に考え直したほうがいいような気がいたします。 

○ 原科議長 しかし、D/Dの前にそういうことがなかったら、D/Dには入らないのではないですか。 

○ 澤井委員 いや、そんなことはないと思います。 

○ 原科議長 非常に不確定な要素が入ってきますね。 

○ 澤井委員 例えば・・・。 

○ 原科議長 かなり、次の段階に判断を預ける感じになりますよ。そうしますと、事前に対応して

おかないといけない。 

○ 澤井委員 いや、D/D の結果、基本的な環境アセスの結論が覆るというのは考えていません。そ

れは我々がコミットする前に、我々のガイドラインに基づいてきちんと確認するということです。 

 ただ、例えばオペレーションの段階の環境のモニタリング体制をどうしますかと。それを、事

業が始まる、あるいは事業が完成する５年６年前に検討しろと言われても、途上国にとってはあ

まり現実的ではありません。予算措置についても、D/D の予算が明確にならないと何とも言えな

いという反応も途上国にはあるわけで、そこは「確保」という言葉を使われるとけっこうきつい

わけです。 

○ 原科議長 今の件で山田委員、どうぞ。 

○ 山田委員 澤井さんのは多分時間の要素を心配されていて、「確保」ではなくて、例えば「対処

されている」ぐらいだったらいいのでしょうか。 

○ 澤井委員 ですから、一通りのことは我々は確認いたします。配慮されているか、されていない

か。配慮されていないものも程度差があって、環境評価を決定的に覆すようなものが配慮されて

いない、あるいはそういう事項が確認されてなければ、それは円借款のプレッジという形にはな

らないと思います。そういうときは当然連携D/Dにはいかない。しかし、十分な環境配慮がなさ
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れているということが確認できて、円借款のプレッジができれば、あとは軽微なものはD/Dの中

で賄っていただくということが十分あると思います。 

○ 原科議長 富本委員、どうぞ。 

○ 富本委員 おっしゃる趣旨は、環境配慮としてはよく分かりますが、社会配慮のほうはどうです

かね。これはかなり同時進行的な部分があって、先ほども申しましたけれども、詳細にすればす

るほど影響する住民が明確になってくるということですから、そしてその補償費の問題について

も同時並行的に議論がされるので、おっしゃるとおり完全に確保されていない状況というのはま

まあるのではないかと思います。けれども、そこまでJBIC さんのほうで確認されているというの

であればいいのですが、必ずしもそうではないのではないかと私どもは認識しています。 

○ 原科議長 これはある面、ダブルチェックみたいな部分がありますが、それは国としては大事な

ことだと思います。国としての責任ある対応が必要だと思いますけれども。 

 田中研一委員、どうぞ。 

○ 田中研一委員 先ほど JICA が、例えば F/S をこのガイドラインにのっとって行った場合に、そ

れをJBIC の皆様方がそれを審査するときに、恐らくJBIC から、このあたりがちゃんとしていま

すかというのを逆にJICA 担当部門や JICA の F/S 調査団は言われると思います。ですから、今後

はおそらく、JICA が行った F/Sで、このあたりがきちんとなされたものが連携D/Dになっていく

という道筋が作られていくと思います。 

 そういう意味では日本の技術協力の中の開発調査というものの中で行われ、F/S のカテゴリー

Ａに当たるような特にインフラ案件は、今、JBIC の皆様方のガイドラインに乗っかるような形で

行っていかなければいけないわけですし、そのためにJICA の環境社会配慮ガイドラインが作られ

ている意味もあります。 

 ですから、私はやはりいいものを連携D/Dとして、特に環境社会配慮がきちんとなされている

ものを選んで、エンジニアリングのところについては実施設計調査という連携D/Dを行っていく

という、そもそも当初議論したそこのところに議論は戻っていくのだと思っております。ですか

ら、ここに書かれていることは、むしろ議論を聞いていて、２のほうは、JICA の F/S 調査に対し

てJBIC の皆さんから多分言われることだと、そんなふうにも感じております。 

○ 原科議長 松本悟委員、どうぞ。 

○ 松本悟委員 ２番めの書きぶりについての議論から離れて、今の田中研一委員の話について一言

だけ言わせてほしいのですが。 

 私も、澤井委員が会計委員会の中ではっきり言ったとおり、JBIC がガイドラインに沿ってしっ

かりと審査を行って融資をすると判断したものが連携D/Dに行くというところを徹底することは

大事だと思います。それに関してやはり不安材料がありまして、私の手元に開発調査の手引きと

いうJICA の内部の手引書がありますが、その中に、当時OECF 時代ですが、OECF との連携実施設

計調査という項があります。 

 この項で何が書かれているかといいますと、円借款の審査ミッションに連携D/Dのミッション

が一緒についていくといったほうが効率的だということが書いてある。つまり、審査ミッション

ではイエスかノーかまだ分からない段階ですね。それを審査ミッションに連携D/Dのミッション

が一緒についていって、その後の連携D/Dをどうするか議論していくと。これは今の田中研一委
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員のお話、あるいは澤井委員がここで議論した方向からいくとずれるわけですよね。確かにこれ

は効率的だと思いますが、一方で審査がミッションに行く段階から、これは次、連携D/Dに行く

のだみたいな流れになってしまうわけです。 

 したがって、せっかく我々時間をかけてやったわけですから、少なくともJICA の中で使ってい

る開発調査の手引きは古いですから、これも改訂していただいて、少なくともそれがいかにも先

進的みたいな書きぶりがされている、これでは困るわけです。ですから、このあたりについても

しっかりと手を入れていただかないと、今ここで議論されていることがオペレーションのレベル

では無になってしまうと思います。 

○ 原科議長 フロアからどうぞ。お名前をお願いいたします。 

○ 黒柳 JICA 社会開発調査部の黒柳です。今のガイドラインを使っている部です。 

 ご指摘のとおり、それは古い手引きですから、JBIC のガイドラインが 10 月１日から施行され

たわけですし、私どものガイドラインも検討中ですので、そのフローについては外務省も含めて

検討・見直し中です。 

○ 原科議長 澤井委員、どうぞ。 

○ 澤井委員 JBIC のアプレーザルに JICA の方たちが参加して連携 D/D を進めるということは、こ

れは場合によっては十分ありえる話だと思います。といいますのは、JBIC がアプレーザルに至る

までにファクト・ファインディングですとか、いろいろな形で案件を見ているわけです。アプレ

ーザルの段階ではほぼ大丈夫だろうと思って臨むものもあれば、徹底的にアプレーザルで議論す

る玉もあれば、いろいろなケースがあり得て、連携D/Dの場合は、恐らくそうなるであろうとい

う事前の調査もあって進める場合もありますから、そのときはD/Dの内容あるいはTOR（Terms of 

Reference）を詰める段階で、JICA の方に十分そのプロジェクトを見ていただく、我々の議論を

フォローしていただくという意味では、ジョイントで作業する場合が効率的だということもあり

えますので、一概によろしくないという話ではないと思います。 

○ 原科議長 連携 D/Dの部分ですけれども、この部分の扱いはどういたしましょうか。 

○ 富本委員 一つ、この案文でぜひ置いておいていただいて、パブリックコメントでもご意見を出

していただきたいと思います。それから、松本さんのご指摘も当然のことながら見直しは大いに

いたしますし、その結果もフィードバックしたいと思います。趣旨は先ほどから、私が申し上げ

ているとおりです。何回も何回もチェックをしていくということを、ガイドラインの趣旨に沿っ

て行っていきたいということです。 

○ 原科議長 私も基本的にそれが大事だと思います。 

○ 富本委員 場合によっては、その後の変化において、本格調査の段階で中止ということもありう

ると書いてあるわけですから、そういうことを一つ一つの段階で確認していくということでござ

います。 

○ 原科議長 では、そういうことで議論もしてまいりましたので、基本的にはこの文言でいきたい

と思います。 

 それでは、次に参ります。15/30 以降、16/30、17/30 あたりはいかがでしょうか。 

 どうぞ、佐々木さん。 

○ 佐々木委員 今の連携 D/Dのことに少し・・・。 
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○ 原科議長 戻りますか。 

○ 佐々木委員 はい。次のページの16/30 の無償資金協力のためのところと非常に似たパターンの

議論を私は持ち出させていただきたいと思います。 

 無償資金協力のためには、もし社会配慮調査等の準備が十分でない場合は、別のスキームで、

一歩前のスキームで開発調査等を用いて環境社会配慮の調査を行う、もしくは別の趣旨を提言す

るという議論をする場面があると思いますけれども、連携D/Dを JBIC さんのイニシアチブでやる

かやらないかというスキームだとよく理解しているのですが、そうではない、連携D/Dに即準備

が整っていないと判断されるような事業の場合どうするのかというところで、今、富本さんが何

回もおっしゃっていたようなスタンスの協力というのがあるのかどうかというのを知りたいと思

います。 

 前回、私は環境部会の文章として出させていただいたものには、その辺の JICA の技術協力と

JBIC の経済協力の間の部分の抜け落ち、厳格にガイドラインを使えば使うほど、準備できていな

い案件は協力しませんとJBIC さんはおっしゃり、JICA は一生懸命マスタープラン、F/Sの支援は

するけれども行き着かないものも確かにあると。フォローアップはするけれども、田中さんの主

張によれば、できるだけそのようなものを増やす方向で努力はされるのでしょうけど、相変わら

ずいちばんありうるパターンは、F/Sをしますと。 

 普通、日本の場合でも考えていただければ非常に明白だと思いますけれども、何か事業をやろ

うと考えているときに、担当官庁もしくは市や行政が調査をして、何か事業を決断する前の段階

の調査というのは幾つもあると思いますが、それがあって予算措置をしようとか、どこかに援助

を求めようと考える段階があるわけで、それをすごく大急ぎに、連携D/Dが決まっているような

非常に優良案件ですと、ささっと全部途切れがないように準備されるのでしょうけれども、そう

でない案件がほとんどなわけです。 

 それが JICA の協力によるF/Sの打率が悪いと言われている部分なのかもしれませんが、我々コ

ンサルタントに非常にその責任がある部分だと思いますけれども、非常に制約を感じるのは、す

っぽり間で途切れている部分への支援が本当に環境や社会のことを考えようと思えばその支援が

いちばん大事なのに、案外そこがすぽっと落ちているということを感じるわけで、無償資金協力

のところで、そのように前に一歩戻るという協力を考えるとおっしゃっている、このガイドライ

ンに明確に書かれているわけですから、同様のことがあるのかどうか。 

 途上国側の政府は資金援助を要求するという、要請することに持ち込む準備というのは、我々

コンサルタント、いろいろな関係者の中では非常に大変な準備なのです。いろいろな政治的な、

行政的なプロセスを経て相手国がそれを要請するわけで、それはJICA の F/S をやるなんていうこ

ととは数段レベルが違う政治的ディシジョンが下っていることですが、そこに行くまでの、それ

を彼らが言ってきた段階で準備ができていないときに支援するのかしないのか、そのときこそ環

境社会配慮の考えを広めたり働きかけるのに非常にいいチャンスですけれども、そのときに支援

する立場を明確にガイドラインでできるのかどうかということをお聞きしたいと思います。 

○ 原科議長 今おっしゃった状況に関していかがでしょうか。私はよく分かりません。JICA のご経

験からいかがでしょうか。 

 富本委員、どうぞ。 
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○ 富本委員 特に私は現場でそういうことはしょっちゅう感じていて、せっかく JICA が数億のお

金をかけたのに、必ずしも円借款につながらない。他の援助機関にすくい上げていただければ非

常に幸いですけれども、そうでない案件がかなり多いということで、おっしゃるとおり、実現に

至るためのいろいろな仕組みというのはいろいろ考えなくちゃいけない。今のところ、それが必

ずしも十分にあるかと言われると、必ずしも十分でない。 

 もちろん JBIC さんのほうでは SAPROF（サプロフ）とかいろいろな仕組みがあって、事前にい

ろいろ枠組みを決めたり支援をするということもありますが、JICA 側は開発調査をやったあとは、

専門家とか技術協力でフォローをする以外には今のところないと。他の資金協力機関はそれがか

なり一貫しています。むしろある程度パイプライン・プロジェクトとして決めたものに対して、

必要なところに調査を行っていると。それは最終的に資金協力をするというようなことにもなり

ます。 

 ただ一方、相手側政府にとってみれば、JICA の F/S をもらってもう一度考えるタイミングがあ

る。そこで本当にこれが優良プロジェクトなのかどうか、その国の予算も使ってやる価値がある

のかどうか、それから、円借款というような仕組みを受け入れる必要があるのかどうか、他のリ

ソースがあるのではないかというようなことをもう一度考える期間ではあるのです。だから、無

理やりJICA の F/S をやったら、必ず円借款につなげなければいけないという議論ではないと思い

ます。もちろん我々としてはそういうことを望みますけれども、一度相手国にそういう考える期

間を与えることによってということで、このタイミングが少しずれているのではないかと思って

おります。 

 他方、JICA として今後、それこそ独法化の中で開発調査を有効に使っていくためには、事業化

の比率が３割という打率では到底いけないわけです。できるだけ事業化の可能性が高いものに開

発調査を行っていくということであれば、JICA、JBIC の連携と、それから日本政府との連携とい

うのは非常に重要で、特に現場で本当に優良な案件に対してのみ開発調査を行っていくというこ

と、あるいは、開発調査の性格をより上位の戦略的なものに変えていくと。単なるF/Sだけでは

なくてマスタープラン、セクターワイドなビューを持った調査に切り替えていくということも重

要なのだろうと思っております。ちょっと答えになったかどうか分かりませんけれども、そこは

まだ非常に課題として残っていると思います。 

○ 原科議長 フロアのかた、どうぞ。 

○ 黒柳 社会開発調査部の黒柳です。 

 今の富本次長の発言を、数字だけ修正しておきたいのです。F/S のいわゆる打率です。今、富

本次長は３割と言われましたけれども、６割から７割ですので、そこだけ修正させていただきま

す。 

○ 原科議長 ６割か７割あればいいですね。ある程度、調査してだめだということも、調査をして

みんないいのであったら調査する意味がなくなってしまうから、そういう意味ではそんなにおか

しくないですね。 

 それでは今のところ、15/30、16/30、17/30 と参りますが、いかがでしょうか。 

 「3.5」は無償資金協力、「3.6」は技術協力ですから、無償資金の「3.5」はいかがでしょうか。 

 特にご意見がなければ、先へ参ります。「3.6 技術協力プロジェクト」、17/30 から 18/30 にか
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けて。19/30 が一部かかります。 

 では、フォローアップも含めて最後まで参ります。 

 それでは、Ⅲまで来ましたので、次の20/30、「別紙１ 相手国政府に求める環境社会配慮の要

件」でございます。これは20/30 から 22/30 までございます。この部分で何かございますでしょ

うか。特にないようでしたら、よろしいですか、先へ進みますが。 

 それでは、「別紙の２」、23/30、24/30 でございます。よろしいですか。特にないようでしたら

先へ進みます。 

 「別紙３」、25/30、26/30 です。よろしいですか。 

 では、「別紙４」、27/30 になります。どうぞ。 

○ 山田委員 「別紙４」です。中身というよりこのスクリーニング様式が書いてあることは分かる

のですが、ガイドラインのどこで使われるようになっているのかというのが。 

○ 原科議長 どこに該当しますか。 

○ 山田委員 それがちょっと分かりにくいのですが。 

○ 原科議長 これはどういたしましょうか。ガイドラインのどの部分に該当する手続きかというこ

との説明でございます。 

○ 上條 今考えていますのは、相手国政府から要請が出てくるときに、この「別紙の４」の様式を

踏まえ、要請書の形とか体裁はどうするのかということは、これからいろいろ外務省に相談させ

ていただかなければいけないのですが、スクリーニング様式と書いてあるこういうものを正式要

請の中に入れさせていただいて、JICA のほうでカテゴリー分類をするときに使いたいと。そうい

う情報なのです。 

 ですから、もしよければ、やはり本体のほうに「別紙の４」というのをどこかで言及されるよ

うな記載のほうがいいのでしょうか。今、「別紙の４」というのが本体のほうには全然言及されて

いないのです。 

○ 原科議長 そうですね。相互の関係が分かるようにしておいたほうがいいですね。 

○ 山田委員 恐らくそういう趣旨であろうとは理解できるのですが、知らない人が読むと突然、「別

紙４」が出てくるという感じがある。 

○ 原科議長 パブリックコメントをもらうものですから、おっしゃるように、こちらにも本文のど

こに、本文中にはこれを、相互に引用するような形にしてください。よろしいですか、そういう

ことで。 

 どうぞ、フロアのかた、お名前をお願いします。 

○ 高梨氏（代理出席） 海外コンサルティングの高梨でございます。 

 私ども、これをもしそういうことでカテゴリー分類で使うと、また事前調査等でも活用できる

のだろうと思いますが、そういう面でイエス、ノーではっきりしているのですが、逆にこれの理

由といいますか、その説明をちょっとつけ加えていただくようなコラムがあったほうが。 

○ 原科議長 28/30、29/30、30/30 の質問のところ、チェック項目ですね。 

○ 高梨氏 そうですね。 

○ 原科議長 今、併せて28/30、29/30、30/30 のチェック項目もご覧いただきたいと思います。例

えば28/30 でイエス、ノーというのがございます。ここのところのご意見ですね。 
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○ 高梨氏 それで、単にイエス、ノーのマークをつけるのに加えて・・・。 

○ 原科議長 説明、理由を書くように。 

○ 高梨氏 もし、理由とかあればいいのではないかと。 

○ 原科議長 では、イエス、ノーのあとに括弧して、その理由があれば書いていただくと。理由は

あるのですけれども。理由なしにイエス、ノーはないから、理由を書いていただくというご提案

ですけれども、いかがでしょう、上條さん。 

○ 上條 はい、それは形式を変えればいいだけのことですので。 

○ 原科議長 では、今のご意見、そのとおりにいたしたいと思います。ほかにございますでしょう

か。 

 特にございませんようでしたら、一応ガイドライン案、今日いろいろご意見を頂きましたので

また手直しをお願いしたいと思いますが、今日の議論に基づいた修正をお願いいたします。 

 それから、FC2-3 のところは全部対照表でございますので、ご参考にこれでいろいろご確認い

ただきたいということです。 

 次の FC2-4 に参ります。FC2-4 はメコンウォッチの松本委員のコメントに対する説明というこ

とでして、今の議論の中で、ほぼお答えいただいた部分があるかと思いますが、FC2-4 の４ペー

ジ分ですが、何か十分回答がない部分がございましたら、松本委員からご指摘をお願いします。

よろしゅうございますか。 

○ 松本悟委員 上條さんをはじめ皆さんにはいろいろお時間を取って修正していただいてありが

とうございました。大体、私自身は納得しております。 

 ただ、4/4の「その他」のところ、（２）が抜けていますけれども、これについてはできればこ

こで若干時間を頂きたいと思うのですが。 

○ 原科議長 先ほど川村委員がおっしゃった部分ですね。それでは、この部分だけ残るということ

ですので、その分について議論していきたいと思います。今、4/4、それからその次のページ、FC1/8

のところで言いますと、先ほど川村委員からご指摘いただきましたけれども、これの11ページで

頂いたご意見とセットですが、これに対して。 

 では、これに対して対応をまずJICA のほうからお願いいたします。 

○ 上條 それでは、ご説明させていただきます。 

 松本さんから頂いた11ページのところには四つ質問がありまして、最初の質問ですけれども、

JBIC の FAQ に相当するものというのは、このガイドラインの中の４で解説が必要なような項目に

ついては、まだ作業をしきれてないのですが、JICA でも FAQ を作って、ガイドラインと一緒に公

開するようなものにしたいと思っています。 

 ２番は日本国政府ということですので、JICA からはお答えは特に用意しておりません。 

 ３番は、JICA の実施体制ということですが、これは今、JICA の中で議論をしているところでし

て、ただ、まだ皆様にお示しできるほどの案になっていませんので、今日は何も資料を用意して

おりません。この提言で頂いて、このガイドラインの中でも言及しています環境社会配慮審査室

ですとか審査諮問機関とか、あと異議申し立て制度の役割やその体制というのを、まだきちんと

した紙にはなっていませんが、今JICA の中で関係する者と議論しているという状況です。このあ

とパブリックコメントにかけて、そのあと２月に次のフォローアップ委員会を開くと思いますが、
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そのフォローでは何かご説明できるようにしたいなと思っています。あと、基本方針のところは

ガイドラインに入っていると思いますので、このコメントを踏まえて作業したということです。 

○ 原科議長 分かりました。今のようなご説明でして、FAQ という形で対応していただけるという

ことでございます。よろしゅうございますか。 

 川村委員、どうぞ。 

○ 川村委員 FAQ という形があるということは了解いたしました。ただ一つ確認したいのは、実際

それだけなのか、現実にガイドラインを実施するうえで、JICA の中で一体どのような執務資料を

例えば作られるのかというあたりをもう少し教えていただければなというのが一つ。 

 あと、松本さんのコメントでもありますけれども、実際参照する具体的な他機関の基準である

とか国際基準等というのは、表もFAQの中に入れ込もうとされているのかどうかというあたり、

少し聞かせていただければと思います。 

○ 上條 執務参考資料というのは作らないと、各 JICA の職員、在外のかたも事務所のスタッフも

含めて、どう対応していいのかというのもなかなか分からないと思いますので、この手続きに則

して具体的にどんなことをやらなければいけないのかというのは資料を作らなければいけないと

思っています。 

 今、作業を開始しているのは、幾つかのJICA の協力の順位の高いような国に対してのアセスメ

ントの資料については、環境女性課のほうで今集めていまして、各事業の担当者がいちいち各国

の環境アセスメントの法律まで読まなくてもいいように、そういうものはまとめたいと思ってい

ます。自分の担当する事業がＡになりそうなのかＢになりそうなのかぐらい分かるような、ある

程度イメージの持てそうなものは、それは今作業を開始しています。そのようにJICA の職員がこ

のガイドラインを使って仕事をするうえで参考になるようなものは、環境女性課で作りたいと思

っております。 

 あと、FAQ の中に具体的なグッド・プラクティスとか、提言のほうで頂いているような条約の

リストの扱いをどうするのかというところは、実はまだ決めていません。ちょっと考えたいなと

思っております。 

○ 原科議長 山田委員、どうぞ。 

○ 山田委員 日本国政府等に求められている取り組みで、私は幾つかの省庁に並んでいるうちの一

つの課の部分しか代表する立場にはないのですが、いろいろな手続きのための文書等をそろえて

いくことも重要ですが、さらにそれ以上に重要なのは、提言の中に言われている、すべての段階

において環境社会配慮を進めていくことが重要であると。それが確保されることが重要であると

いうことで、在外公館の職員を含めた外務省員がこの環境社会配慮ガイドラインに書いてあるこ

とを、手続きだけではなくてその考え方といいますか、それを理解するために必要なことを少し

ずつでも進めていくということを局内あるいは課内で進めております。そのためには研修とかガ

イドライン自体、今は案ですけれども、いわばちゃんと調べ、知ってもらうこと、さらには勉強

してもらうこと、それを省内あるいは在外公館において周知させる、勉強してもらうということ

をやるということが必要だろうと思います。 

 例えば実際問題として、環境社会配慮上でいろいろ変更とか中止を含めた抜本的な見直しを行

うべきであることと書いてありますけれども、途上国の現場でもそれに対して強い反発があるこ
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とも予想されますが、それに対してどういう説明をもって相手を説得できるかということは、相

手国の人にも理解してもらわなければいけませんし、現地で相手国との間に挟まって苦労する課

員あるいはJICA の在外事務所の所員にもよく分かっていただくような努力というのが、これは具

体的に何をするというより、日々そういう努力が必要だろうかと思います。 

 具体的に書いてある無償資金協力のガイドラインについては、現在作業中であります。なかな

かイラクの業務等で非常に進んでいるとまでは言えませんけれども、私が提言委員会の場で申し

上げたようなスケジュールで対応できるように今作業を進めているところです。 

○ 原科議長 どうもありがとうございました。積極的に取り組む姿勢を示していただいたと思いま

す。ガイドラインの射程から外れるかもしれませんが、今のようなことも、ガイドラインで少し

JICA としてサポートするようなことを、どこかで表現してもいいのかもしれないという感じを受

けました。 

 例えば「Ⅰ 序論」のところ、「基本的事項」と表現を変えますけれども、「基本的事項」の「1.9」

ぐらいに普及・啓発活動みたいなことで、そういうのが１項目あってもいいような感じがいたし

ました。どうですか、このガイドラインの考え方を広めると、それを日本国政府の各機関に、そ

のようなことが一つあってもよろしいのではないでしょうか。いかがでしょうか。 

 富本委員、どうぞ。 

○ 富本委員 ただいま山田委員からご発言があった件については、JICA としても十二分にご支援と

いうか、あるいはご協力させていただくという趣旨で、今おっしゃったような箇所あるいはその

他の箇所でもよろしいかと思いますけれども、言及することはやぶさかではないと思います。現

実問題として新しく大使館に赴任されて、必ずしもODAに十分経験のないかたがたもいらっしゃ

るかもしれません。そういう場合には、JICA に来られたときに趣旨もご説明するような機会を設

けたいと考えております。また現実、在外の現場でJICA と大使館というのは、もちろんJBICさ

んも含めて密接に活動しておりますので、そういった機会にも、JICA 側からご説明をするという

こともさせていただきたいと思っております。 

○ 原科議長 それでは、今みたいなことを１項目ぐらい、どこかに起こしていただけることを考え

ていただけますか。よろしいですか。「普及・啓発」という表現がいいかどうか分かりませんけれ

ども、JICA らしい、そういう貢献で、日本国政府に対してこの考え方を広めていくということが

必要だと思います。 

 ほかにございますでしょうか。鈴木さん、どうぞ。 

○ 鈴木 先ほど川村委員のほうから松本さんからご提案があった「（１） 附属文書」の人権とか

その他国際条約というお話がありましたが、こちらのほうに非常にサポートしていただいており

まして、今日、実はこれが終わったあとに、JICA の職員に対してご紹介いただけることになりま

す。これはあくまでもボランタリーベースということですけれども、そういう働きかけも頂いて

おりますので、こういうものを私たちは勉強の材料にさせていただきたいと思っております。 

○ 原科議長 川村委員、よろしくお願いします。 

 それでは、ほかに何かございますでしょうか。松本悟委員、どうぞ。 

○ 松本悟委員 外務省の山田委員からはご丁寧なご説明いただいてよく分かりましたが、ほかのと

ころ、日本国政府等に求められている取り組みというのは、我々としてどうフォローアップした
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らいいのかというところは、ひとつ議論したほうがいいかなと思います。フォローアップ委員の

中に各省のかたがいらっしゃるとはいえ、例えば経産のかたは必ずしもJETRO の担当ではないで

すし、そういう意味からいくと、本当にこの委員のかたがたでこれがフォローアップできるのか、

私自身も日本政府の中をよく分かっているわけではないので、不安もあるので、このあたりにつ

いてはJICA にコーディネートをお願いして、可能かどうかという感触ぐらいは打診していただき

たいなと思っているのが一つです。 

 二つめは、JICA の実施体制についてということですけれども、伺うところによると、JBIC のよ

うな審査体制というよりは、むしろ各事業部の中に審査体制を持ったうえで、審査室というよう

なものは一歩引いたようなアシストをするような役割というのをイメージされているということ

を伺っているのですが、かなりJBIC のいわゆる環境社会配慮審査というのとだいぶ違うというの

であれば、もしよろしければ早い段階で、どういうことを考えられていて、それはJICA のどうい

う業務上の特質から来るのかみたいな話をシェアしていただけるとありがたいと思います。 

 以上、２点です。 

○ 原科議長 今の２点に関しましては、いかがでしょうか。富本委員、どうぞお願いします。 

○ 富本委員 前回のフォローアップ委員会で、次回までには、ある程度具体的なお話をさせていた

だくはずでしたが、今、内部的にまだ検討している段階で、次回ぐらいまでには、もう少し輪郭

ができたものを出したいと思います。 

 ただ、決して腰が引けているというようなことではございません。仮称でございますけれども、

環境社会配慮審査室というのを置きたいと思っておりまして、これは人数をJBIC さんほど確保で

きるかどうかは別として、機能的には JBIC さんと同等のもの、仕事の内容自身は、JBIC さんは

ある程度、用意されたものについて、書類がそろっているかどうかということを審査するという

ことですけれども、JICA の中に作られるべきものは、むしろ事業の実施である各部に対しての助

言とか支援とか、それから、もちろん第一義的にはカテゴリー分類が正しく行われているかどう

かということについても、ちゃんと目配りをするというような機能を持たせたいと思っておりま

す。これは全JICA 的な立場でございます。 

 そして、最終的な意思決定につきましては、この審査室が相当権限を持たせていただくという

ことも考えております。そういう意味では、決して腰が引けているつもりではございません。む

しろ各事業部あるいは在外も含めて環境社会配慮担当者を置いて、特に新しい案件が要請される、

形成される段階において、あるいはもっと上流の段階からそういう目配りができるような体制、

これはJICA の特質を生かした在外事務所、それから大使館とも協力するという体制を生かした配

慮のしかたを今考えております。 

 そういう意味では、できればかなり高いレベルの担当者を置いて、その者にはこの趣旨を徹底

し、あるいは研修し、スクリーニングの段階から目配りをしていきたいと考えております。JICA

は現在、新しい理事長のもとで在外への権限委譲ということを今、併せて考えておりまして、相

当な人数が本部から在外へ移されるかもしれません。人数だけではなくて機能も移すという中で、

今、こういった趣旨を生かすには、そういうことも考える必要があるのではないかなと考えてお

ります。 

 それから、審査諮問機関はJBIC さんにはないと思いますが、これもJICA として作りたいと考
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えておりまして、それとは別にまた異議申し立ての機関を作るということで、審査諮問機関は、

ある意味では審査室に対するアドバイスということで、そこにはカテゴリー分類がいいかどうか、

あるいは個々の調査案件についてこういう調査項目でいいかどうか、先ほどの団員構成がいいか

どうかとか、あるいは調査の実施途中でもいろいろな問題が生じると思いますが、そういうこと

が起き次第、あるいは起きるたびに諮問していくということにしたいと思っておりますし、先ほ

どの作業管理委員会とはまた別の立場で、作業管理委員会に対しても助言をするような立場にし

たいと思っております。 

 それと異議申し立て機関、これは恐らくフォローアップ委員会の議論のあとに議論がなされる

べきだと思いますし、その議論のしかた、あるいはどういう人たちを選ぶのかという、川村委員

からもご指摘のありました基準についても、ある程度検討しながら、また、JBIC さんの詳細な異

議申し立て制度も参考にしながら検討していきたいと思っております。 

 以上の検討状況でございます。 

○ 原科議長 よろしいでしょうか。 

○ 松本悟委員 日本政府の委員に対する・・・。 

○ 原科議長 前のほうの点に関して。 

○ 富本委員 特に JETRO の、これは F/S に近いものをやっていますけれども、もともと環境を守る

ための調査を行うという趣旨でございましたけれども、現在はかなりインフラにも広がってきて

おりまして、私自身が評価委員の委員になっておりまして、すでに１～２回、このガイドライン

の話をさせていただいたことがございます。詳しくはこれからまたいたしますけれども、そうい

ったことを通して、ぜひJETRO さんにも働きかけていきたいし、監督官庁である経産省のほうに

もご説明させていただきたいと思っております。 

 現実には、いろいろな案件が上がってまいりますけれども、最終的に円借款につなげるのであ

れば、当然のことながらJBIC の審査にかかってくるわけでございますから、そこで必ずしも十分

でないものがあれば、もう一度やり直しということにもなると思いますし、ある程度連携は取れ

ると思います。 

 それから、民間サイドが行ういろいろな財団法人でのプロファイのものにつきましても、今回

もECFA さんが来られていますけれども、いろいろな機会にコンサルタントのかたがたにも趣旨徹

底をするような機会を作りたいと思っております。そういった活動を通して、官民それからJICA

のような政府機関、JBIC のような政府機関が連携して、こういう趣旨を徹底していけるような体

制を作るうえで、JICA がご協力できればと思っております。 

○ 原科議長 松本悟委員、どうぞ。 

○ 松本悟委員 つまり、提言を出した以上は、それがどのように取り入れられるか、あるいは、な

ぜ取り入れられないのかというのをしっかり理解したうえで、この委員会は最後に閉じるのが筋

だと思っているそういう立場からいきますと、この提言の中で、特に日本政府等に求められると

ころについては、今の富本委員のご説明では、JICA のほうで種々の機会を通じて、JICA からこの

提言の趣旨を伝えていくと。そういう方法によって、提言の内容をなるべく生かしていこうとい

うご意見だということでよろしいのでしょうか。 

○ 富本委員 JICA ができる範囲というのは、そこぐらいではないかと思っていますが。ただ、この
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中に委員として各省庁のかたがたがいらっしゃいますので、これは各省庁のご出身の委員のかた

がたの自発といいますか、認識があろうかと思いますので、そういったところで、JICA からの働

きかけとは別に意思表明なり決意表明なりしていただくということはあろうかと思います。山田

課長から十分な意思表明があったと思いますけれども、他の省庁からも同じようなラインで意思

表明ができる機会があればいいなと個人的には思っております。 

○ 原科議長 松本悟委員、どうぞ。 

○ 松本悟委員 それは、委員会としてお願いというベースになると思いますが、ぜひ次に参加され

るときに、各省庁が所轄されている同類の機関、あるいは外務省の、国別であれば開調に対して

どのような形で今後やっていくのかという点についてご説明をしていただきたいということを委

員会名としてお願いするというのは、これは委員皆さんの合意だと思うのですが、私としてはそ

ういうふうにしたらいいと思うのですが、いかがでしょうか。 

○ 原科議長 今の点はいかがでしょうか。フォローアップ委員会は改定委員会の提言に基づき作っ

た委員会ですから、今のようなご提言ですけれども、いかがでしょう。そういう動議が出ました

ので。 

○ 富本委員 今日は欠席されている委員が多いものですから。環境省のかたは来られていますけれ

ども。 

○ 原科議長 環境省のかた、いかがでしょうか。 

○ 田中秀穂委員 環境省です。一言だけ言わせていただきます。 

 国別援助計画を策定するような際については、必ず環境省からは、表できちんと表記していた

だくようにこれまでもお願いしていますし、そういう意味で、外務省さんにもそういった趣旨を

くんで入れていただいておりますので、改めてそういうものをお出しになるかどうか、そういう

必要があるかどうかというのは私の段階では判断できませんけれども、皆さん、これまでの議論

を積み上げてきたという意味で言うと、ここに来ていただいているかたがたは十分理解はしてい

ただいているのではなかろうかと思いますが、いかがでしょうか。 

○ 原科議長 改めてそういう機会を持たなくてもいいというご意見ですか。今持っていただきたい

というご意見。どうぞ、松本郁子委員。 

○ 松本郁子委員 私も、関係省庁のかたに、このフォローアップ委員会にも引き続き参加していた

だいておりますし、責任を持って関係省庁の対応ということに関してはこたえていただきたいな

と思っております。 

○ 原科議長 ほかにいかがでしょうか。ご意見ございますでしょうか。今の件、いかがでしょうか。 

○ 田中秀穂委員 もう一回確認したいのですが、この会議として各省庁に何か文書を出すというこ

とですか。そういうご提案ですか。 

○ 原科議長 会議の場で、そういう情報提供というか、決意表明ではないけれども、そういうこと

をお願いしたいというご希望だと思いますが。 

 どうぞ、松本悟委員。 

○ 松本悟委員 具体的に提言を読んでいただくと分かりますが、例えば要請書について、こういう

ものを盛り込んでいただきたいという提言をしております。これについては河野さんのところか

分かりませんが、恐らく外務省に窓口があると。そこでこれを受けてどうされるか。尊重すると
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言われるのか、ちょっとこれは難しいねとおっしゃるのか、それは外務省さんの判断だと思いま

すけれども、少なくともこれを受けてどのように考えられるかという方向については、ぜひご意

見を伺いたいということです。 

 それから、JICA と同様の調査機能を持っている法人、財団等、管轄している省については、権

限外の場合もありますので、必ずしも全省言えるとは限りませんが、おっしゃられる範囲でその

旨を担当する課に伝えるとか、あるいは自分の課が管轄なので、これについては何か対応を促し

てフォローアップ委員会でまた説明していただくとか、何かそのような説明を各省の委員のかた

にしていただきたいということです。 

○ 原科議長 そういうことであれば、これまで提言を作ってまいりましたので、その後の対応とい

うことで、フォローアップ委員会でフォローアップをしなければいけないと思います。具体性は

どの程度かそれぞれの状況によると思いますけれども、その後の対応について、次回ぐらいにご

報告いただければと思います。次回は恐らく２か月は先になりますけれども。少なくともすぐに

は無理でしょうから、来年初めぐらいにお願いできればと思います。それでよろしゅうございま

すでしょうか。 

 それでは、今日のところ、これで予定の議題は進みましたが、もう一つございますか。松本郁

子委員、どうぞ。 

○ 松本郁子委員 フォローアップのところに関連することですが２点ありまして、前回の議論の中

でも出たようですが、ガイドラインの法的位置づけについて、もしその後、何かJICA で進んでお

りましたら教えていただきたいということ。 

 もう一つ、ガイドラインの周知徹底の中で、関心を持つNGOなどにも広く周知徹底というか、

知らせるようなセミナーの開催などが書かれているのですが、それについて今の時点で何か予定

がございましたら教えていただきたいと思います。 

○ 原科議長 今の２点、お答え願いたいと思いますが、これはどちらにお願いしましょう。 

 上條さん、お願いします。 

○ 上條 それは前回、森嶋先生からも法的な位置づけがどうなのかと、遵守に関するところです。

それは独立行政法人になったときに業務方法書というものができまして、その中で「遵守をする」

という文章が入っています。また今、中期計画というのもあるのですが、その中でも来年の４月

１日までには作って、「遵守して業務を行う」という文章が入っています。 

 あと、NGO のかたや、また改訂委員会の場に出ていただいていないかたを対象にしたことは、

冒頭、うちの鈴木からもご説明しましたが、今、東京で２回、大阪で１回の直接会う場はセット

しておりまして、それに来ていただいてお話をまずさせていただくというのと、あとはまたJICA

のいろいろなセンターとか支部があるわけですが、今、そちらのほうに東京と大阪以外で、ある

程度人が集まりそうなのかとか、もしある程度人が集まりそうだということであればどういう方

法でやるか、テレビ会議でやるか、時間的に余裕がもしできれば、そこで直接お会いするとか、

そういう方法は適宜これから考えたいと思っています。なるべく多くのかたとお会いして、ご説

明する機会を持ちたいと思っています。 

○ 原科議長 補足をお願いします。鈴木さん、どうぞ。 

○ 鈴木 12 月１日ですけれども、JICA と NGO の定期的な連絡協議会というのがありまして、その
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場でこの環境社会配慮ガイドラインについて今どうなっているのですかというご質問を実は受け

ることになっています。あまりたくさんの時間はもらえないのですが、パブリックコンサルテー

ションをするとか、そういうお話と、これまでの討議の概要ぐらいはご説明する時間ができると

思いますので、そういったかたが関心をさらに持って、また、そういうパブリックコンサルテー

ションに集まっていただけるのかなと思っております。 

○ 原科議長 以上でよろしいですか。 

 前のほうの点ですが、法的根拠うんぬんは、むしろガイドラインのどこかに書いておいてもい

いのではないでしょうか。今のようなことであれば明確ですから、どこかに書いておいたほうが

いいですね。そのほうがよろしいと思います。そういう工夫をしてください。 

 ほかにございますでしょうか。 

 それでは、ガイドラインの案、今日ご議論いただいたことに基づきまして修正をお願いいたし

ます。 

 今後の日程ですが、そうしますとパブリックコメントが入るまでの議論は、この委員会として

はこういう形で今日で終わってよろしいですか、皆さん。 

○ 上條 はい。 

○ 原科議長 それでは、そういたします。それでは、直したものの確認はメーリングリストで行う

といたしましょう。ファイナルのチェックはビューローのメンバーで担当することにいたしまし

ょう。よろしいですか。そういうことにいたします。タイミングはどうなりますか。 

○ 上條 これから、今日は金曜日ですけれども、来週冒頭、JICA 内で議論できるところは議論して

案文を作りまして、メーリングリストで皆さんにまずはお見せしたいと思っております。早けれ

ば火曜日ぐらいに議論して、水曜日ぐらいにこんな案文だというのができれば、水曜日ぐらいに

皆さんに見ていただいて、ビューローの皆さんでもまた見ていただいて、おおよそパブコメに出

すのはこれでよかろうというご判断を頂ければ、すぐウェブサイトに載せるようにしたいと思い

ます。 

○ 原科議長 英語版のほうはどうなっていますか。 

○ 上條 英語版のほうは提言の英語の校正をしている段階です。その７章部分とかなり似ていると

いえば似ていますので、提言のところの校正作業を実はこれから環境女性課でやるのですが、そ

の作業ができ次第、今回のガイドラインの案で変わったところもありますので、そこをまた修正

して、日本語版と少し時差は生じてしまうと思いますが、それもどうしたらいいのでしょう。や

はりまた皆さんに英語版を見てもらったほうがいいのでしょうか。 

○ 原科議長 英文版も基本としては事前に見ることになりますね。でも議論する時間はないから、

MLで回していただくようなことで、基本的にはそちらでしっかりお願いすることになります。ケ

アレスミスとかあるといけないと。ただ、議論しなければいけないことが出ても困りますね。そ

ういうときはどうしますかね。そういうときは、急遽また。 

 ビューローでやりますか。どうでしょう、ビューロー対応でちょっと集まるわけにはいかない

ですか。それでは、英文のほうもMLで回していただいて、日を切っていただいてご意見を頂いて、

何かある場合にはビューローで対応するということで。そして、英文の公表は若干遅れるけれど

も、日本語は先にパブリックコメントをスタートするということにいたしますか。 
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○ 上條 多分パブリックコメントも日本国内から来るのが主だと思いますので、英語はできないか

らそれを遅らすというのもあまり理由にはならないと思いますので、日本語ができ次第、すぐに

出したいと思います。 

○ 原科議長 では、パブリックコメントは 12 月１日を目標にスタートしていただきたいと希望い

たします。その希望に向かってやっていただけますか。無理？ 

○ 上條 私は来週出張しますので。 

○ 原科議長 では、上旬目標で進めると。パブコメの受付は、２か月間は必要だと思いますから、

２か月ということを守ってください。英語のほうはそれから２週間程度遅れてもやむをえないと

思いますが、なるべく早く英語のほうもやってください。英語もやはり２か月ぐらいやったほう

がいいと思います。 

 それでは、そういう段取りでよろしゅうございますか。特に異議なしということで、そのよう

に進めていただきます。 

 それでは、あと数分ありますが、今日は予定の審議事項は終わりましたので、これで終了いた

します。 

 次回は、そういたしますとパブリックコメント以降になりますが、次の日程はどうなりますか。 

○ 上條 パブリックコメントのスケジュール次第になりますが、早ければ来年２月の中旬でしょう

か。 

○ 原科議長 日程は今日はまだ決められないですね。 

○ 上條 もし今、決められたら、それはそれでもいいのですが、まだ皆さん、かなり先で、スケジ

ュールが決められない部分もあるのではないかと。 

○ 原科議長 委員のかたも全員おそろいではないので、日程のほうは事務局で対応していただいて

決めてください。 

○ 上條 １月ぐらいに入ったら原科先生に・・・。 

○ 原科議長 そうですね。年明けぐらいにそういたしましょう。そのようなことで、次回は２月の

中ごろになるかと思いますが、パブリックコメントが終わった段階で、それに対する対応が整理

できた段階になります。 

 それでは、今日はこれで閉じさせていただきます。どうもご協力ありがとうございました。 

 

午後十六時五十七分 閉会 


